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「部会創立10周年記念誌」発刊にあたって 

 

平成16年，技術士資格に「原子力・放射線部門」が新設され，翌平成17年に日本技術士会「原

子力・放射線部会」を設立してから今年で10年目を迎えます。これを記念してこの度，部会報

第14号を「部会創立10周年記念誌」と位置づけ発行することと致しました。別途取りまとめて

いる「過去10年を振り返っての今後10年の活動方針」とともに，本「記念誌」が，当部会の過

去10年を客観的に振り返るとともに，部会および部会員が次の10年を自信と誇りを持って歩む

ための一助となることを期待します。 

部会長 桑江 良明

平成 25 年春 福島県富岡町夜の森公園 
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第１章 巻頭言 

～10 年を祝して～ 
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「絶えず卓越した仕事を」 

 

 

前・原子力委員会委員長 

近藤駿介 

  

 原子力･放射線部会の発足 10 周年を心からお祝い

申し上げる。2000 年代に入り、原子力システム関連

の不祥事が続いたことから、技術者が組織の論理に

埋没せず、常に社会や技術のあるべき姿を認識し、

意識や技術を向上させ、社会に貢献する気概をもつ

ことの重要性が指摘され、技術者倫理の遵守や継続

的能力開発を資格要件とする技術士制度を原子力分

野でも整備するべきとの声が高まった。そこで国は

2004 年、技術士の 21 番目の部門として「原子力・

放射線」部門を発足させた。以後この部門の技術士

の活躍が話題になるようになった。 

しかしながら、2011 年 3 月に大津波に襲われた東

京電力福島第一原子力発電所で過酷事故が発生し、

広い地域が放射性物質で汚染され、多くの人が緊急

に避難を求められた。いまなお約 14 万人の人々が故

郷を離れている。この事故は、安全の確保に一義的

責任のある施設設置者に全電源喪失に対する頑健な

備え、過酷事故の発生防止対策や影響緩和対策を頑

健なものとする取組、そして自然災害と同時に緊急

事態が発生した場合にも被害者の立場に立った対応

を行なう準備や能力が不足していたことを明らかに

した。私は長く内外の事故事例の分析や新しい安全

確保の取組の提案を行なってきたが、2004 年のスマ

トラ沖大地震等を予兆と解し、改善を提言すること

ができなかった。このこと誠に申し訳なく、恥じ入

るばかりである。 

政府は、安全確保の取組がこうした状況にあった

ことの反省に基づいて原子力規制行政組織を革新す

るとともに、エネルギー政策も見直しを行なってい

る。原子力委員会もまた、今後いかにあるべきかに

ついて様々な提言を政府や事業者に対して行なって

きており、2012 年 11 月には「原子力人材の確保・

育成に関する取組の推進について（見解）」をとりま

とめた。 

この見解は、今後は原子力発電部門よりは、廃炉、

廃棄物管理、除染といった分野において高度な技術

と高い安全意識を持った人材の需要が増加すると予

想し、上の反省に基づき、原子力発電の安全を確保

するとともに、汚染地域の除染と事故を起こした発

電所の廃止措置を迅速かつ着実に進めていく責任を

果たすべきこと、そのためには人々に信頼される原

子力人材の確保・育成が も重要な課題であること

を指摘し、関係者はこのための取組を連携して進め

ていくべきとしている。 

この状況において原子力・放射線部門技術士諸氏

にお願いしたいことは、卓越した仕事の継続である。

それが委員会の求める人材育成の取組を支える、決

定的に重要なことだからである。米国原子力規制委

員会委員を 12 年間務めたマクガフィガン氏は 後

の職員集会で、職員に対し卓越した存在であり続け

よとして、次の７点の厳守を呼びかけた。１）事実

に即すこと、２）事実を措いての理論的・教条的な

思考を避けること、３）絶えずベストを尽くすこと、

４）絶えず学習すること、５）原子力法の「適切な

防護の確保」の要求に忠実であること（絶対的な防

護の確保を求めることは技術を窒息させる）、６）問

題を徹底的に議論すること、７）利害関係者とオー

プンかつ正直に対話すること。これは人々に信頼さ

れる原子力技術者の行動規範としても至言と考える。

皆様が使命達成に邁進されることを祈念し、ここに

これを記す。 
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「 新鋭の原子力発電」 

 

一般社団法人 

日本原子力学会会長 

大阪大学工学研究科 

堀池 寛 

日本技術士会原子力・放射線部会の設立 10 周年を

お祝い申し上げます。 

原子力関係者にとり、この 10 周年は大変な記念と

なった。原子力ルネサンスから 3.11 事故に至り天国

と地獄を見たからである。原子力の安全神話の崩壊

と、リスクを正面から取り上げて来なかったという

批判に学会も含め、晒されている。我が国産業界の

製品やプラントが世界 高の品質を誇る傍らで、原

子力が何故過酷事故を防げなかったのかを探ること

が非常に重要である。その要因に原陪法での製造者

免責に加え、規制により産業界での改善活動が抑制

され、リスク管理の皮相化に至ったことも考えられ

る。 

リスク管理とその評価は日本技術士会訳のリスク

分析工学（丸善）というリスクエンジニアリングの

教科書で平易且つ詳細に解説され、ロバスト設計法

も含むその豊富な内容がコンパクトに解説されてい

る。 

その一節にリスクアセスメントとはシステムに潜

む異常の定量評価であり、システム内に異常を起す

可能性のある要因を探り、そこから異常は如何に生

じるか、その異常により何が起きるのか、の３つに

答えることと記されている。そしてこの評価により

不確実な異常や事象がモデル化でき、設計上のある

オプション選択の影響が系統的に評価される。また

リスクの深層防護設計により、その選択がもたらす

リスクがあぶりだされ、結果その影響を管理し抑制

することができる。リスクエンジニアリングとはリ

スクアセスメントと深層防護設計との統合手法であ

る説明されている。 

実例に基づくリスク管理とその管理法が具体的に

解説され、この本の全体を通じて現実の機器や施設

の故障異常を目のあたりに想定しつつリスクを評価

し管理することの重要性が強調されている点で際

立っている。エンジニアリングとは技術的なリスク

を管理する職業であり、エンジニアリングと技術の

狭間にあるリスクと便益を見出して挑戦するのがエ

ンジニアの仕事であり、現実の装置機器を目の当り

にして設計の限界を把握し、故障や異常の発生モー

ドを想定することの重要性が強調されている。 

翻ってこれまでの原子力安全を議論する我が国で

は如何であったかを考えると、現実の施設や機器と

は殆ど関係の無い所でそれらが検討されていたこと

に思い当る。現実のプラントでのモノの改善から離

れた議論を重ね、裁判には勝てても自然には勝てな

いことを 3.11 事故は如実に示した。プラント環境も

含めた広義の自然を軽視することの怖さを思い知っ

たのである。 

その意味でも、このような優れた著作を早くに出

版され、リスク管理の重要性を啓蒙されてきた日本

技術士会の諸兄の慧眼に改めて敬意を表したい。リ

スクエンジニアリングと管理について、現実の機器

の状態診断と日々の改善という基本に立ち返り、原

子力における真のリスク管理を実施することの重要

性をここに提起して、技術士会の今後の広範な活動

に期待しつつ、10 周年をお祝い申し上げる次第であ

る。 
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「原子力人材育成の課題と 

技術士への期待」 
 

一般社団法人  

日本原子力産業協会 

理事長   服部拓也 

 

我が国の原子力産業界は黎明期から 60 年余り歴

史をもち、以来幾度の困難な課題を乗り越えて世界

第 3位の原子力発電設備を有するまでとなったが、

2011年3月の東京電力㈱福島第一原子力発電所の事

故により、これまでにない厳しい状況となっている。

資源のないわが国は、人材＝人財が 大の資源であ

り、これを国力の源泉とし、科学技術立国として、

豊かな国民生活の実現にむけた政策の一つとしてエ

ネルギー分野での原子力利用開発も進められた。長

年の先人たちの努力により、海外から日本の原子力

技術は高く評価され、特に原子力発電新規導入国か

らは大きな期待を寄せられるまでとなったが、今後

も国策として維持していくには、次代の原子力技術

を担う人材の確保と育成、技術継承は、喫緊の課題

である。 

以下、原子力産業界の人材育成の課題と技術士へ

の期待を論じたい。 

第一に人材の確保についてである。東電の事故は

原子力への信頼を喪失させ、若者の原子力離れに拍

車をかけた。原子力産業は、機械・電気・化学・材

料・土木・建築・放射線安全・核物理など多くの分

野の基礎基盤技術からなり、幅広い分野の技術者が

必要である。すなわち、多くの分野の若者たちのチャ

レンジが求められる。科学技術は、若者たちに挑戦

したいという夢やワクワク感を与えなければ発展は

望めない。原子力産業界として、若者たちが活躍で

きる場を用意し、提示することが求められている。

原子力技術の活用が社会の安定に寄与し、先進的で

あり、地球規模の課題（地球環境問題）解決に貢献

し、グローバルに活躍でき、様々な夢のある研究開

発プロジェクトがある、ということを、いろいろな

機会を通じて提示していきたいと考えている。原子

力技術者として先輩である技術士の皆様方からの発

信は説得力を持って受け止められるに違いない。是

非発信をお願いしたいと思う。 

 第二に人材の育成についてである。人材育成には、

育成ビジョンと育成ロードマップが不可欠であるが、

残念ながら、我が国として原子力界全体のものはな

く、各機関がそれぞれ個別に取り組んでいる現状で、

国家的な戦略がない。一方海外では、原子力人材の

育成は国家機関かそれに準ずる機関がその中核を

担っている。ロシアの人材育成センター、韓国の国

際原子力大学院大学、フランスの国際原子力大学な

どであり、政府の支援、自国のみならず海外人材を

受け入れ海外展開をにらんでいる点が共通している。

我が国においても、産官学の 71 機関が参加している

「原子力人材育成ネットワーク」において、人材育

成システムの確立をめざし、ロードマップづくりに

着手し、当協会も事務局の一翼を担っている。検討

に当っては、育成ビジョン、求められる技術力、各

機関の役割等、多くの要素が検討対象であるが、今

後どのような社会となるのかを踏まえた検討が必要

である。私見であるが、今後の社会は、国境の障壁

がなくなりグローバル化がすすみ、さらには人材の

流動化が加速していく。この結果、均質な社会から

異質を受け入れる社会、個人の責任が求められ、個

人の人間力が発揮できる社会と考える。現在、原子

力分野には、個人の有する能力を認定する資格はい

くつかあるが、技術士資格はその一つである。願わ

くは、認定された能力を持つ専門家として、社会の

中で、どうその能力を発揮できるか自ら考え、実践

していただくことが、原子力の信頼回復と原子力の

将来に寄与・貢献するものと考える。原子力は今社

会との対話が求められている。技術士の方々の一層

のご活躍を祈念するものである。 
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「安全文化の醸成」 

 

公益社団法人 

日本診療放射線技師会 

会長 中澤 靖夫 

 

公益社団法人日本技術士会原子力・放射線部会設

立 10 周年、誠におめでとうございます。一言で 10

年と申しましても、この間、山あり谷ありの艱難辛

苦の多い道のりではなかったかと推察致しておりま

す。林 克己 初代部会長、桑江 良明 現部会長、

そして役員の皆様方の不断のご努力により、原子

力・放射線部会が社会から信頼される組織として発

展してきたものと思っております。 

 原子力・放射線部会の設立の背景をお聞きします

と、当時の原子力関連のトラブルや不祥事の発生を

踏まえ、「技術者一人一人が組織の論理に埋没せず、

常に社会や技術のあるべき姿を認識し、意識や技術

を常に向上させていく仕組みが必要である。社会か

ら信頼される個人として技術者の存在が不可欠であ

る。」との認識から誕生したと聞いております。その

ような歴史的背景を持つ原子力・放射線部会だから

こそ、2011 年 3 月 11 日（金）に発生した東日本大

震災に対して、様々な取り組みを実施されてきたも

のと思っており、その活動は社会から高く評価され

るものであります。 

 私ども日本診療放射線技師会は東京電力福島第一

原子力発電所の原子力事故にともない、厚生労働省、

内閣府、環境省、福島県の要請により、2011 年 3 月

16 日～4 月 17 日まで放射線スクリーニング、

同年 4 月 11 日～8 月 10 日までご遺体のサーベー、

同年8月 31日～2012年 7月 31日まで東京電力福島

第一原子力発電所内診療所に 48 時間交替で診療放

射線技師を派遣した経緯があります。また、放射線

被ばくをしたのではないかと不安に思っている福島

県民を中心に被ばく相談を実施しました。現在は被

災者健康支援連絡協議会（代表 横倉日本医師会長）

のもと支援活動を続けているところです。 

 東日本大震災に伴う東京電力福島第一原子力発電

所の原子力事故は起こってはならない事故ですが、

不幸にも発生してしまいました。原子力関連に係わ

る全ての科学技術者の皆様方はこの事故の原因を探

り、今後二度とこのような原子力事故が発生しない

科学技術を構築し、実施して行くことが社会から求

められていると思います。その先頭にたって今後と

も活躍されるのが原子力・放射線部会の皆様方であ

り、技術士の皆様方ではなかろうかと期待しており

ます。 

 私ども医療界においても 1999 年 1 月 11 日に某大

学病院で肺の手術をする患者と心臓の手術をする患

者を間違えるという、あってはならない医療事故が

発生しました。この医療事故が発生してから、医療

界は社会から不信の眼で視られるようになりました。

このような状況を改善し、社会の信頼を得るには医

師、看護師、薬剤師、診療放射線技師等の医療界で

働く全ての専門職が自らの業務を科学水準に照らし

て再点検し、各種学会のガイドラインを導入し、医

学・医療水準に基づいて業務の標準化を行う必要が

あります。また、厚生労働省や日本医療機能評価機

構の全国的な医療事故調査報告を参考に、施設内で

発生した医療事故事例を分析し、重要な事故事例に

対してはその内容と対策を積極的に公開することが

重要であります。また、各種学会・職能団体はメディ

カルセフティ-アセスメントに関する共通の委員会

を立ち上げ、診療・検査・治療に対するそれぞれの

分野におけるガイドラインを定め、周知徹底する運

動の展開が必要であります。そのためには医療社会

で働く全ての医療者、全ての医療機関が「安全を

優先に考える」気質や社風を育てていく「安全文化」

の醸成が重要であります。我が国においては特に会

社人間・会社社会と言う企業風土が強いため、所属

する医療機関の安全文化レベルが医療者一人一人に

大きな影響を及ぼします。理想的な安全文化の実施
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は医療機関の経営状態や経営者のパーソナリティに

関係なく醸成されなくてはならないと思っています。 

後になりましたが、原子力・放射線部会の益々の

ご発展と技術士の皆様方のご活躍をお祈り申し上げ

ます。 
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「資格社会と技術士」 

 

筑波大学名誉教授 

成合 英樹 

 

日本原子力学会副会長で原子力教育研究特別専門

委員会担当であった私へ秋山守前会長より連絡が

あったのが 2001 年 10 月 25 日のことで、文部科学省

科学技術・学術審議会技術士分科会での技術士試験

の技術部門見直しにおける原子力部門設置に関わる

ものであった。部門見直しでは数多い部門の大括り

化の議論もあったが、1999年 9月のJCO事故の後で、

原子力部門があるべしとの意見も多く、原子力学会

から要望を出してほしいということであった。早速、

同特別専門委員会の工藤和彦委員長へ連絡し、翌月

に住田健二会長より文科省へ原子力部門設置要望を

提出した。これを受けて技術士分科会でワーキング

グループを設置したが、特別専門委員会の班目春樹

委員等 3名がこの WG 委員となって協力し、2003 年 8

月に関連規則等が改正されて、原子力・放射線部門

の設置となった。 

 私は2002年6月に原子力学会会長となったが2ヵ

月後に東電問題が発覚して大きな問題となって（独）

原子力安全基盤機構(JNES)の発足が半年早まって

2003 年 10 月となり、1年任期となった学会長を退任

した 3 ヵ月後に JNES 理事長となった。JNES は原子

力発電所の規制を行う原子力安全・保安院を支援す

る技術専門家機関として、それまで経済産業省の下

で原子力の研究等を行ってきた財団法人原子力発電

技術機構(NUPEC)を母体とし、発電設備技術検査協会

等の機関や公募により集められた職員よりなって設

置された。この寄り合い所帯の職員に理事長として

考えを伝える意味もあり、発足 5ヵ月後から「理事

長雑感」ということで、いろいろな話題を 1頁にま

とめ職員にメールで配信した。これが 5年半の任期

中に 180 回になったが、その話題には「技術(者)倫

理」「（原子力・放射線）技術士」「資格社会」等技術

士に関するものも多く、技術士資格取得を奨励した。 

 退任半年前には「原子力 eye」2008 年 12 月号に、

技術士資格の活用に関しそれまでの経緯を記したが、

雑感ではその概要も紹介した。1980 年代以降、高度

な科学技術時代になったことを踏まえての技術者の

社会的責任として、日進月歩の科学技術の進展に合

わせた「規格基準作成」、国際化(グローバリゼーショ

ン)も踏まえた「大学工学教育」、「技術（者）倫理」、

そして資格社会の中での「技術士資格」である。こ

れらの問題に関心を持つようになったのは、1990 年

代初めに日本機械学会の理事となり、1997 年に設立

100 年を迎える機械学会の今後のあり方を将来構想

委員会で激しく議論した時からである。 

雑感ではそれらに関し多くの事例等を交えて紹介

した。例えば「技術（者）倫理」では技術者が「相

反問題と線引問題」で悩む問題であり機械学会や原

子力学会で倫理規定が制定されたこと、「資格社会」

では、各(大)企業が責任を持つ日本ではなかなか個

人資格が有効に働き難いこと、耐震強度偽装に関わ

る姉歯問題、原子力・放射線技術士資格ができたが

受験者が少なく技術士会の竹下専務理事や林克己さ

んがJNES職員へPRしてほしいと来られたこと、等々

である。 

組織で仕事をし、国が責任を持つ体制できた日本

では資格社会の構築は大変であるが、今日の高度技

術社会を維持発展させ、グローバリゼーション下で

日本が重要な役割を果たすためには必須の要件で、

継続した努力が必要である。 
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  「技術士の責務のひとつ」 

 

九州大学 名誉教授 

工藤 和彦 

 

東北地方太平洋沖地震および福島第一原子力発電

所事故で被災され、また発生 3年を過ぎても避難先

で不自由な生活を余儀なくされている住民の方々に

改めて心からお見舞い申し上げます。 

原子力・放射線部門の技術士会が 10 周年を迎える

にあたり、事故以後の部会報(第 9号 2011 年 7 月～

12 号 2013 年 9 月)を改めて読み返しました。事故以

後、技術士として原子力へ取り組む姿勢を改めて自

問することが求められ、部会報の署名記事はほとん

どがこのことに言及しています。 

技術士倫理の再認識とモラルの維持、継続研鑽へ

の努力などは個人がそれぞれ深く考え続けていくべ

き課題です。一方、技術士としての社会的使命は職

場での業務、ボランティア活動など社会における組

織内あるいは個人の言動として果たされます。これ

まで原子力･放射線部会で相談会、除染活動、震災復

興などへの支援活動が行われてきましたが、技術士

としての思考と行動の両方が社会から厳しく注目さ

れている状況です。 

筆者は昨年 12 月に技術士会九州支部の総会で約

60 名の方に福島事故の概要について講演しました。

土木・機械・電気などの分野の技術士がほとんどで

したが、質問は事故の根本原因についての見解、事

業者・規制当局･国の対応への疑問など多岐にわたり

ました。質問には事故についての関係者･関係機関へ

の批評･批判も含まれていましたが、ほとんどが質問

者自身が職場や周辺の方々へより正確に事故につい

て話すための情報を求めるという姿勢であることが

うかがわれ、後の懇親会での意見交換の場でもこれ

を改めて認識できました。他の分野の技術士の方が

このように積極的に事故情報を求めており、前向き

にそれぞれの立場で周囲に話されようとしているこ

とを聞けたのは、まことにありがたく、うれしいこ

とでした。 

原子力･放射線技術士部会員は全国におられ、福島

現地でのボランティア活動などに直接参加できない

方も多いことと思われますが、事故についての正確

な情報を周囲に発信し続けることは可能です。その

ためには福島の発電所現地における事故処理作業の

状況、福島県内の除染、住民帰還支援等に関する最

新の情報、さらには放射線被ばくに関する知識など

が欠かせません。 

これら全てについて深い知識を持っている方は少

ないと思われますが、周囲に自分の理解の深さ、範

囲を正直に述べつつ話すことで、聞き手の信頼は得

られます。すなわち原子力・放射線部門技術士は、

常に福島原子力発電所事故に直接･間接に関する情

報の収集に努め、それを自分なりに理解・整理し周

囲に発信・質疑応答を受け続ける努力が必要であり、

これが自己研鑽の今後の重要な課題のひとつである

と考えます。 

そのために原子力・放射線部門の技術士会には、

廃炉作業の進展状況、環境汚染の現状、放射性廃棄

物処理･処分、低線量放射線の人体影響、風評被害へ

の対策などを部会員が正確にわかりやすく周囲に伝

えるための資料収集・発信、講演・意見交換の場の

設定の強化が望まれます。 

原子力･放射線部門技術士の平成 16 年度から 20

年度(5 周年時)までの 5 年間の合格者数が１次試験

1226 名、2次試験 309 名であったのに対し、平成 21

年度から25年度(10周年時)の5年間の合格者数が1

次試験 584 名、2 次試験 135 名でした。この 5 年間

の合格者数の増加が伸び悩んでいるのが気がかりで

あり、この意味からも技術士の意義・存在感を示し、

受験者の増加にもつながる活動を期待します。重圧

に感じられることと思いますが、原子力への国民の

信頼を取り戻すために部会役員･会員の方々の一層

の努力のお願いを、エールとともにお送りします。 
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「技術士の活用」 

 

公益社団法人 

日本アイソトープ協会 

常務理事 

柴田 徳思 

 

技術士（原子力・放射線）が発足して、早くも 10

年になります。この分野のスタートと同時に技術士

の活用について議論がなされてきました。しかし、

未だに具体的な活動が始まっていません。 

放射線利用の分野では、がんの治療に加速器が使

われています。加速器を用いた治療の多くは、直線

加速器を用いて電子を加速し、ターゲットに照射し

て発生する X 線を用いた治療が多くの病院で行われ

てきました。近年、陽子線や重粒子線を用いた治療

が行われ、注目されています。このような X線や粒

子線を用いる加速器施設は、放射線障害防止法で規

制され、使用に当たっては許可が必要です。安全を

担保するためには施設の遮蔽、照射中の部屋に人が

みだりに入らないようにするためのインターロック、

付すべき標識など、いろいろな要件が決められてい

ます。電子線をターゲットに照射し X線を発生させ

る施設は相当多く存在し、遮蔽設計などのマニュア

ルも作られています。一方、陽子線や重粒子線を用

いる施設は、まだその数も少なく、遮蔽設計のマニュ

アルも整備されていません。遮蔽設計の方法も施設

を作る側でいろいろな方法で計算しているのが現状

です。遮蔽による減弱を一次元の計算コード ANISN

を用いて求めて、MOYER モデルで計算する方法、モ

ンテカルロ法による計算コード PHIT で計算する方

法などが用いられています。エネルギーの非常に高

い（1Gev 以上）場合には MOYER モデルは減弱の様子

をよく説明できますが、治療に用いるエネルギー領

域では、エネルギーが少し低く、中性子の発生方向

により減弱係数が異なるので、線源からの角度ごと

に減弱係数を求める必要があります。このような事

情で、簡易計算法によるマニュアルを作ることがな

されていません。 

 このため、陽子線や重粒子線を用いた治療施設の

申請書の中の遮蔽計算の妥当性の確認には、原子力

規制委員会の技術参与が関わってきました。これま

での施設は施設面積が大きく、安全側に余裕を持っ

た遮蔽計算結果が用いられてきました。しかし、今

後は小さな病院で用いることのできるように遮蔽を

必要最小限にした施設設計が求められると考えられ

ます。このような場合に、申請書で用いられた計算

法の結果を確認するためには、申請書で用いられた

方法あるいは等価の計算を丁寧に行い確認すること

が必要となります。これに対応するには技術参与が

多くの時間を費やして確認することが求められます

が、現状の技術参与システムでは無理です。一方、

陽子線治療施設や重粒子線治療施設の建設費は膨大

なものであり、その遮蔽計算の妥当性にある程度の

予算を当てることは可能だと思われるので、技術士

が申請書で用いられた計算法あるいは等価な計算法

で詳細計算を行い、適切な価格で確認する方法がで

きれば良いと思います。このようなシステムを作る

ことができれば技術士の活用につながるのではない

かと考えています。技術士の皆さんの多くは、現役

の職を持っておられて、このような作業に取り組む

ことが困難だとは思いますが、いろいろな遮蔽計算

法をマスターして、それを生かすことを考えてみて

はいかがでしょうか。興味ある技術士の方々が集ま

り、検討することは面白いと思いませんか。 
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部会創立 10 周年！ 

   

日本技術士会 理事， 

倫理委員長，部会相談役 

林 克己（前部会長） 

  

部会設立 10 周年おめでとうございます。 

 平成 16 年度から原子力・放射線部門の試験が始ま

り、第１回の合格者 21 名のうち 17 名が日本技術士

会に集まって部会がスタートしてから、もう 10 年の

節目を迎えるのですね。 

 部会を立ち上げる前に、原子力学会の成合先生、

工藤先生、柴田先生、電事連の田中原子力部長、日

本技術士会の永田副会長、竹下専務理事はじめ多く

の方に相談させていただきお知恵と応援をいただい

たのを思い出します。 

技術士には「公益確保の責務」が技術士法で定めら

れているといっても、その資格を明示的に民間や国

の仕組みに入れないままでは法の意図する効果は限

定的です。部会発足にあたり 初に決めた部会活動

の３本柱「制度活用策検討」「技術士数確保」「継続

研鑽」（後に「広報」追加）は制度活用を進めるため

のセットとして、今も受け継がれています。 

せっかく始まった原子力・放射線部門を生かすには

部会の努力だけでなく国・産業界・学界の支持が不

可欠ということを痛感し、部会設立後も幹事の皆様

と一緒に電力会社、原子力安全・保安院、国立研究

機関など行脚したものです。 

原子力関係では、民間活用の芽がでてきました。

関係者の2年にわたる尽力により、昨年10月にASME 

BOILER AND PRESSURE VESSEL CODE CASE N-837 で IPEA

（旧 EMF）エンジニア（日本では技術士と一級建築

士が申請可能）も RPE としてサインができるように

なった等のいいニュースもあります。またある企業

ではデザインレビューのゲート通過のサインができ

る資格の一つとして活用しています。しかしまだま

だ制度活用が始まったばかりですのでこれからも粘

り強く続けることになります。 

 現在も部会としては一番新しく、他部会とは一味

違う活動と運営がなされています。また次々と若い

合格者が運営に加わってくださっており、また 10

周年記念行事や 10 年の節目の報告資料の作成など

で次の 10 年に向かって喧々諤々の議論がされてい

るのを見るにつけ、これこそ次につながる運営環境

だと感心しています。 

 そこで、原子力・放射線部会で今後さらに力を入

れてもらいたいという希望を書き連ねます。 

（１）技術士資格を公益確保の仕組みに活用 

国・産業界・学界などとの定期的な打ち合わせで、

有効な「公益確保」の仕組みの検討を続けていただ

きたいです。 

（２）有効な広報 

 会員・技術士・国・産業界・学界・一般の方の目

線それぞれに応じた有効な手段で広報を継続的にし

ていただけたらと思います。 

（３）多くの技術士の協力 

 上記を行うためには、多くの企業（組織）内の技

術士の知恵と経験を結集することが必要です。業務

時間外でも参加できる形態の活動を増やしてはと思

います。たとえば所属組織単位や地域単位などもい

いと思います。 

部会設立時のフジサンケイビジネスアイのインタ

ビュー記事に「5年で 1000 人！」と載りました。制

度活用を進めるための 小目標だったのですが、ま

だ目標に届かないのが少し気がかりです。しかし制

度活用がない状態でも法の「公益確保の責務」を自

ら進んで選んだ方が原子力・放射線業界には 400 名

もいるという心強い状況でもあり、さらに増えるこ

とを期待しています。 

 後になりましたが、桑江部会長と幹事の皆様、

会員の皆様のこれまでのご尽力に敬意を表し、部会

のますますのご発展を祈念して筆を置きます。 
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部会報に刻まれた部会10年の歩み 

 

 

原子力・放射線部会 

部会長 桑江 良明 

 

平成 16 年、技術士資格に「原子力・放射線部門」

が新設され、翌平成 17 年に日本技術士会「原子力・

放射線部会」を設立してから今年で 10 年目を迎えま

す。これを記念してこの度、部会報第 14 号を「部会

創立 10 周年特別号」と位置づけ発行することと致し

ました。本「特別号」のみならず、これまでの部会

報に貴重な原稿をお寄せ頂きました各界有識者の皆

様ならびに役員はじめ部会員の皆様には心より厚く

御礼申し上げます。また、毎回毎回“生みの苦しみ”

を味わってこられた歴代の部会報編集担当幹事には

本当に頭の下がる思いです。 

部会報の発行は、部会設立から 2 年近くが経った

頃、当時の林部会長の提案で始まりました。平成 19

年 3 月に創刊号が発行されて以来、原則年 2回の頻

度で発行してきました。 

部会報は、印刷物での発行ではなく、部会ＨＰで

の公開を基本としています。これは今振り返えると、

とても良いアイディアだったと思います。印刷物の

場合、頁数の制約があるうえ、その時に読んで（あ

るいは読まずに）廃棄されることが多いものですが、

ＨＰに掲載することで必要な時に読み返すことがで

きます。私は特に部会長になって以降、部会の活動

内容を対外的に説明する場合に、至近号のみならず

既発行の部会報を先方にお渡しするようにしていま

す。今や部会報は部会ＨＰと並んで強力な広報媒体

となっています。 

また、創刊号から読み返してみると、正に当部会

が歩んできた“歴史”が綴られていると改めて感じ

ます。 

「巻頭言」では毎回 1～2名の各界有識者の方から

ご寄稿いただきました（5 周年特別号では、それま

でにご寄稿頂いた方々から再度のご寄稿をお願いし

ました）。どれをとっても、我われ部門技術士に対す

る期待や叱咤激励が込められた非常に示唆に富む文

章の数々であり、今後も部会活動の糧とすべき貴重

な宝物です。 

「部会長挨拶」では部会長としてその時々の強い

決意が述べられ、また、「新幹事」、「新部会員」のコー

ナーでは一人一人の熱い思いや抱負が述べられてい

ます。これも各自が折に触れて読み返し、決意を新

たにするのに有効です。文章にして残すということ

はその実行に向けて努力する責任を自らに課すこと

なのだと思います。 

「活動実績」のコーナーは正に部会の生の足跡そ

のものの記録です。新たに技術士となられ今後の部

会活動を担う方々にとって大いに参考になるでしょ

う。 

「オピニオン」欄は、部会としての見解を示す無

記名記事であり、技術士の意見表明の一形態として

5周年記念号（第 6号）に初めて登場し、これまで 6

本の「オピニオン」が公表されています。この欄は

部会幹事がメールで議論しながら部会見解としてま

とめ上げていくのですが、同じ部会員とは言え、そ

れぞれ立場や意見の相違があり、当然ながらその作

業は毎回難航します。中でも強く印象に残っている

のは、第 9号（H23.7.15 発行）、第 10 号（H24.3.31

発行）の「オピニオン」作成過程であった「１Ｆ事

故に対する原子力・放射線部門技術士の責任」に関

する議論です。 

「反省」なのか「謝罪」なのか、あるいは各人が

置かれた立場の相違による責任の違い等に関する熱

い議論が交わされました。その結果、完全な認識の

一致には至らなかったものの、一応「痛切なる反省」、

「相応の倫理的責任」という表現で落ち着きました。 

「“倫理的責任”は他者によって裁かれるのでは

なく、“自己の良心”によってのみ裁かれる」（カー

ル・ヤスパース）と言われます。一人一人が自分の
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置かれた立場に応じて徹底的に自省することが必要

なのであり、それを率先して実行できるのが、「倫

理意識」の芽生えた技術士ではないかと、上記の議

論を通じて感じました。 

別途取りまとめている「過去 10 年を振り返っての

今後 10 年の活動方針」とともに、本「特別号」が、

当部会の過去 10 年を客観的に振り返るとともに、部

会および部会員が次の 10 年を自信と誇りを持って

歩むための一助となることを期待します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

皆さんの顔が見える 

声が聞こえる部会を目指して 
 

原子力・放射線部会 

  総務担当副部会長 

園田 幸夫 

  

総務担当の副部会長の園田です。私は平成 17 年度

に技術士（原子力・放射線）資格を取得し、すぐに

原子力・放射線部会の幹事を引き受けることになり

ました。部門創設の翌年で部会員も少なく、林部会

長（当時）のもとゼロからのスタートでしたが、所

属組織を超えた資格者集団と自負して、技術士制度

活用の提言、意見発信、中越沖地震からの柏崎刈羽

原子力発電所の復旧状況調査などに取り組んできま

した。 

 東北地方・太平洋沖地震と津波による福島第一原

子力発電所の事故では、当事者であるプラントメー

カーの技術者として対応の一端を担っており、事故

現場にも足を踏み入れて過酷な状況を目の当たりに

しました。部会創立 10 周年を迎えるにあたり、技術

士としても事故対応と信頼回復に向けて決意を新た

にしたところです。 

 昨年 7月に総務担当の副部会長を拝命しました。

総務の仕事は部会活動のベースロードです。このプ

ロセスを改革することで作業の効率化だけでなく、

部会活動の幅を大きく広げることができます。IT を

活用し、クラウド上でのディスカッション、ペーパー

レス会議、新技術士講習会や総会のネット配信など

を実現したいと考えています。桑江部会長のもと、

総務班のメンバーと力を合わせて部会員の皆さん全

員が部会活動に参加しやすくする環境を整備してま

いりますので、ご協力をよろしくお願いします。 
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これまでの活動と今後の取組み 

 

原子力・放射線部会 

企画担当副部会長 

岡村 章 

 

2013年9月から企画担当副部会長を拝命している

岡村です。部会入会は 2006 年（第２期）で古株の 1

人です。 

部会はこれまで、定例行事としてほぼ２か月ごと

の「技術士の夕べ（講演会）」、年２回程度の見学会

を開催してきているほか、技術士制度活用の実現に

向けた活動、原子力学会・保健物理学会と連携した

原子力技術士の啓蒙活動等を実施してきました。特

に制度活用に関しては、プロジェクトチームを結成

し提言をまとめ、国電力等に働きかけを行いました

が、残念ながら実現に至りませんでした。 

2011年3月に東北地方太平洋沖地震及び福島第一

原発事故が発生してからは、他部会と連携した福島

支援活動、除染プラザ、原子力・放射線に対する理

解活動（講演・講義・執筆）に取り組んできました。

私個人としても、原子力業務に携わる者として、こ

のような原子力災害を引き起こし多くの国民にご迷

惑をかけたことに対する自責の念から、福島原発周

辺住民の方々の一時帰宅随行や避難住民交流会に参

加しました。 

部会創立 10 周年を迎え、事故を契機に部会活動計

画を見直すこととなっており、今後は原子力災害の

発生防止に向けた安全文化醸成活動や技術士個人と

しての活動の支援に関連する活動に力点を注ぐ方針

です。今後とも、部会員の皆様のご協力をお願いい

たします。 

 

 

 

 

新生広報班をめざして 

 

原子力・放射線部会 

広報担当副部会長 

大橋 正雄 

 

昨年総務班から広報班に担当替えを致しました。

広報班の業務を担当してみると、当部会の活動を社

会に見える化し理解を得ていくために非常に重要な

活動であることを改めて認識しています。 

今後の10年の活動方針では以下3点を広報班の主

要活動とし掲げました。 

① 部会員や当部会を取り巻くステークホルダーへ

適切かつタイムリーな情報発信の仕組みの構築 

② 部会員との情報交換の活性化推進 

③ 他部会や学協会と連携した一般市民の原子力・

放射線技術の理解促進 

これらの活動の有力なツールの一つが部会ホーム

ページです。昨年度、部会ホームページを新方式に

移行し、迅速な情報発信が出来るようになりました。

このホームページを如何に活用していくかが課題で、

部会員との双方向のコミニユケーションが出来る仕

組み構築もその一つです。 

 部会員のアンケート調査で、当部門の社会での認

知度が低いという意見が何点かありました。当部会

員は、組織内でも個人の活動においても社会に有益

な活動を多数行っているはずで、その活動成果を色

々な媒体を通じ継続的に社会に発信し、理解を得て

いくことも大きな課題です。学協会誌や一般誌への

投稿等も考えていきたいと思います。 

 広報班は 12 名の幹事で構成しています。業務が忙

しく、少し活動を控えている方もいますが、皆さん

と協力し新生広報班と皆様に認識してもらえるよう

活動してまいります。幹事、部会員の皆さんのご支

援、協力をお願い致します。 
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会計は価値源泉、活動の要、 

真心を次代に繋ぐ 

 
 

原子力・放射線部会 

会計担当幹事 

 阿部 定好 

 

初代の会計担当は、部会発起人の一人である浅野

芳裕氏です。私は科学技術の発展に尽くす会計の真

心を、受け継いだ 2 代目です。会計業務は、価値の

源泉で、活動の要であると考え、2013 年度からは畑

孝也氏、杉本誠氏の 3名体制で、処理しています。 

主な会計業務は、講師への謝金の支払いです。初

期は現金管理で、私製領収書と引換えに現金立替払

いで凌ぎ、技術士会事務局から補助金を受取り、参

加者領収の講演参加者名簿と共に会費を預かり、事

務袋で保管した。2006 年頃からは、通帳管理で、現

金の授受を記録（監査）出来る仕組みとした。2013

年からは、銀行振込管理で、技術士会事務局から講

師に振込まれる。残る現金授受は、参加費の受取り、

飲み物代の支払いで、差額の預金記帳で終了する。 

創立時には、未経験のためユトリ指標のストック

は無かった。ストックは徐々に参加会費、原子力 eye

の原稿料の寄付及び補助金の補填で、増えた。2010

年頃からは懇親会も活動のキャッシュフローと考え、

収支に組み込みストックは約 10 万を超え、2013 年度

末には約 30 万円に達した。 

10 周年記念事業にあたり、2014 年度は、創立から

2013 年度までに実施した延べ約 50 回の講演会・見学

会に参加された約 2,000 名から預かったストックか

ら、10 周年記念誌の印刷費等に充てられるユトリを、

感謝します。 

2011 年の見学会を自粛せざるを得なかった事故

経験を会計の真心で噛みしめ、活動指標のキャッ

シュフロー及びユトリ指標のストックの維持・拡大

に努め、活発で経験を活かす部会を次代に繋ぎます。 



 

 

 

第 4 章 部会幹事からの寄稿 
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総務班幹事 

 

【総務班担当業務】  

役員会・例会開催、全体会議開催など 

部会活動として定例化したしたものを確実に実施。 

記録管理等を行う。 

当部会に入会して既に８年が経過しました。部会
との関わりは多くはありませんでしたが、東日本
大震災を契機として、福島支援活動に励む部会員
と接する機会が増えました。これらの活動を通じ
て真摯な技術士仲間に接することができ、技術士

として社会と向き合うことの意義を痛感していま
す。これからは、部会の皆様との交流を更に活か
して、技術士としての活動が
少しでも社会に役立つものと
なるよう励んでゆく所存です。

横堀 仁

 

１０周年の節目に原子力は再稼働に向けた渦中に
ありますが、皆さん頑張っていきましょう！
現在のストレス社会にあって技術士の義務と責務
は、更なる負担だと感じる方は多いのではないで
しょうか。しかし、私は過去に過労から鬱になり
ましたが、技術士を取得してから忙しくでも心が
疲れることがなくなりました。
技術士の資格は晴らしいパート
ナーです。多くの技術者に取得
頂けるようお手伝いできればと

思います。

亀山 雅司

 

平成20年３月に技術士（原子力・放射線）の資格
を取得し、平成21年４月に原子力・放射線部会に
登録しました。東北地方-太平洋沖地震・津波と
それによる福島第一原子力発電所の事故は、我が
国における原子力利用の在り方に対し大きな課題

を突き付けました。この課題をどのように取り組
むか、そこに高度の専門技術を有するとして登録
された技術士（原子力・放射線）がどのようにコ
ミットするかが現在我々の直面し
ている課題ではないかと思量しま
す。今後とも、このような課題意
識をもって、原子力・放射線部会
に参加させて頂きます。
宜しくお願いします。

内田 剛志

 

わずか十年の歴史でこれほど様々な苦境に直面し
た資格や集団はあったろうか。私にいたっては，
そのおよそ半分の五年しか関与していないが，身
の丈に合わないボランティアをさせて頂いた。警
戒区域一時帰宅支援や除染情報プラザ支援，防災

支援委員会のもとで行われているふるさと交流会
への参画など，技術士資格への信頼
があってこそ，私のような若輩でも
貢献することができた。個人では対
応出来ないことばかりで，技術士会

の会員であることを誇りに思う。

川辺 睦

 

原子力・放射線部会10周年おめでとうございます。
部会10周年には、“もう10年”と“やっと10年”、
いろいろな思いがあると思います。今年は部会創
立10周年ですが、技術士会設立62年でもあります。
１年目も10年目も62年目も同じ１年と思い、今回、

自分が技術士の仲間入りした前回の抱負を見返し
てみました。初心を忘れず、過去のフィードバッ
クと計画のフォローアップを継続
的に、気負わず、地道にやってい
こうと思います。これからも宜し

くお願いいたします。

丸下 元治

 

今から１０年前、日本技術士会に原子力・放射線
部門が新たに発足するというニュースを知りまし
た。当時、５０歳を過ぎ先が見えてきた自分でも
新しい世界が見えることを期待し、技術士試験に
チャレンジしたのを昨日のことのように思い出し

ます。技術士第二次試験合格後、部会発足直後の
幹事に選ばれ、幹事活動からEメールを介して
様々な組織の技術士に接すること
ができ、各行事に参加することで
多くの技術士に出会い、世界が広

がりました。

栗原 良一

 

職場に舞い込んだ日本技術士会からの「原子力・
放射線部門の新設」の案内が技術士資格の取得の
切っ掛けです。実質１年目の平成17年度の二次試
験に合格、登録と同時に本部会の幹事を仰せつか
りましたが、活躍は未だ不十分と感じております。

本来、技術士は個人の知見を活かす業務をすべき
はずです。しかし、この業界の不祥事、3.11地震
による福島第一の事故等、昨今の本分野の置かれ
ている社会的立場は非常に厳しい
ものです。皆さんの英知を集結し

た部会活動をして少しでも良い方
向になるように頑張りましょう。

青木 照美

 

当部門の第1回試験に合格し、創設時より幹事と
して部会活動に参加し、また部会の推薦をいただ
き2007年より4年間理事を務めてきました。原子
力分野の技術士拡大を目指して、学会と連携して
様々な広報活動を行うとともに、技術士の認知度

を高め制度活用の道を探るべく産官学への意見発
信等も行ってきました。これらの活動により、企
業の枠を超え、様々な人との関わりを持つことが
できたのは自分にとっても貴重な
経験となりました。3.11を踏まえ、

部会の新たな取り組みと発展を
期待します。

佐川 渉

 

原子力・放射線部会の幹事として、講演会の準備
業務を担当して約６年が経とうとしています。講
演会では、研究機関、官庁、民間企業など様々な
分野でご活躍されている研究者や技術者に講演を
お願いしてきましたが、普段の仕事ではあまり接

点のない講師の方々と接することができたことは、
とてもいい刺激になっており貴重な体験となりま
した。講演会は約２ヶ月に１度
の頻度で開催されていますので、
皆様ぜひご参加ください。

市川 禎和

 

普段の仕事では技術士らしい仕事は全くしていな
いので，せめて原子力・放射線部会での活動を通
じて社会や技術士の皆様のお役に立てれば，と
思っております。なかなか役員会にも出席
できませんが，「継続は力なり」

と信じて少しづつできる事を
やっていきたいと思います。

伊藤 元
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企画班幹事 
 

 

【企画班担当業務】 

新たな、活動の計画案実行。 

例会講師選定、見学会の立案や復興支援活動等、活動は多岐 

にわたる。総務班とも協力し、部会運営に携わっている。 

６０歳の定年退職後一次試験験から受験し、４年
前に技術士登録、入会しました。歳の功を認めて
頂き企画担当副部会長を拝命しました。皆様の助
力を得て努めてまいりましたが、昨年１０月から
現場との移動の多い職場で働くことになり、部会

創立１０周年記念行事準備の 中に退任を申し出
て、部会長はじめ皆様に大変ご迷惑をお掛けしま
した。高齢者となっても大学や各種団体での講義
や何らかの技術貢献ができるのも、技術士資格が
拠り所となっています。

また、技術士会の各行事等への
参加を通して人とのつながりも
広がっています。多くの人が技
術士を目指されることを願って
やみません。

後藤 廣

 

部会幹事も約10年。何事を成すでもなく、近頃は
悪あがきの時間すら儘ならぬ地方住まいに甘え、
総務から企画に任命替え頂いても何ら寄与できず
にいる。活動初期の我ながら派手な言動が奏功
(災い？) したのか、原子力学会の技術者教育小
委員長という偉そうな役割に置かれてしまった。
継続研鑚は原子力技術者みんなの責務との信念の
下、呻吟する毎日である。
先ず隗より始めよ。「自分を
棚に投げた上から目線の人材
育成」を語っていては原子力
ムラの殻は破れない。

浜崎 学

 

技術士（原子力・放射線）が設置され10年が経ち
ました。技術士を制度の中で活用するためには一
定数の資格保有者が必要との判断のもと、原子力
ｅｙｅに資格取得支援の記事を数年にわたり連載
しました。その甲斐もあってか、資格保有者も

400人を超えるまでになりました。しかし、資格
保有者を増やすことには一定程度の成果を残しま
したが、当初の目的である技術士資格を活用する
ことには到っていません。
資格創設１０年の節目に今一度

技術士が「やらなければならな
いこと」「やるべきこと」「で
きること」を考える必要がある
と痛感しています。

中野 智仁

 

原子力・放射線部会の幹事として参画してまる２
年たちますが、信頼回復は道半ばです。そもそも、
原子力が必要なのかという議論が不十分ではない
でしょうか。技術士法の目的にある「国民経済の
発展に資すること」、技術士倫理綱領にある「持
続可能な社会の実現」のためにも、我々の役割を
再認識する必要があります。その上で、自らの研
鑽に励むとともに継続的な安全
向上に取り組み、信頼回復につ
なげていくべきと思います。

井口 幸弘

 

本年4月11日に閣議決定されたエネルギー基本計
画で、原子力は「安全性の確保を大前提に、エネ
ルギー需給構造の安定性に寄与する重要なベース
ロード電源」と位置付けられました。「国民経済
の発展」、「持続可能な社会の実現」に必要な施

策ですが、同時に国民の理解を得て進めるには一
定の困難が予想されます。ボランタリーな立場の
技術士ですが、自らの研鑽に励む
と共に個の専門家としての説明に
尽力し、信頼回復につなげたいと

考えています。

和田 隆太郎

 

技術士の資格取得をきっかけに、もっと技術的な
視野を広げたいと考え、部会幹事への参加や担当
業務の変更にチャレンジしてきました。
現在は、原子力発電所の更なる安全性の向上を目
指した確率論的リスク評価を主な業務としており、

原子力業界におけるリスク情報の活用の定着には
技術士の活躍が必要ではないかと感じております。
これからも部会活動を通じて、
原子力の信頼回復に貢献でき
ることを考えてゆきたいと考

えてます。

根岸 孝行

 

３年と３ヶ月ちょっと前の東日本大震災と原発事
故で、発電所事故対応と避難と引っ越しと病院通
いに明け暮れました。ともかく家族が無事(犬含
む)でこれまで来られましたことに感謝！！！
それ以外の活動は何も出来ずに、悶々とした日々

でした。しかし、何かを求めてい
たものが手からすり抜けていくよ
うな感触から、少しずつ捉えられ
るようになれるような年に出来れ
ばと思っています。

小丸 修
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広報班幹事 
 

 

 

【広報班担当業務】 

対外的な広報活動を中心として、 

部会報作成やその他、ＰＲ活動を行う。 

倫理観を持った真の原子力技術者になるには、技
術士同士の交流の中で学ぶのが一番と考え部会に
入ったことに間違いはなかったが、3.11事故を防
ぐことができなかったことは技術者として痛恨の
極みであり、多くの反省がある。部会活動では広

報幹事として部会報「創刊号」の発行を手掛けた
が、その後何人かの編集者にバトンタッチされ、
10年目を迎えたことは感無量で
ある。これからも一般社会に受
け入れられる原子力安全の活動

を続ける所存である。

伊藤 晴夫

 

10年前、日本技術士会に原子力・放射線部門が設
立されるという雑誌記事を、私は職場でお茶を飲
みながら別世界のことのように読んでいました。
あれから10年、こうして皆さまと10周年の記念に
立ち会わせて頂けますことに深いご縁を感じ、ま

た大きな感謝の気持ちです。
3.11の年に第二次試験を受験し
合格したことも、自分に何か使
命を与えられたように思ってい
ます。まだまだ技術士としては
未熟ですが、どうぞよろしくお
願い致します。

伊藤 友加里

 

東日本大震災から３年が経過しました。毎年３月
１１日には黙祷を捧げさせて頂いておりますが、
そのいずれもが異なる環境と心情で向き合ってお
ります。１年目は混迷状態の本社で、２年目は福
島県内の除染地域で地元住民の方と、そして３年

目を迎えた今年は福島第二原子力発電所構内にて。
場所は違えど１分間という僅かな時間に瞼の裏に
浮かぶ光景と、心に刻む想い
は変わりません。これからも
人と原子力に寄り添って歩ん

でいきたいです。

鈴木 麻純

 

この10年間、公私ともにいろいろなことがあり、
あっという間の出来事のようです。特に部会の活
動に参加し始めたここ数年、学ぶことが多いこと
に気づかされました。10周年に立ち会えることに
感謝しています。東日本大震災以来、仕事も環境
も変わり、まだまだ、自分は未熟だと感じました。
机上の学びだけでなく、諸先輩方の経験やその時
の気持ちなど教わり、行動できるようになりたい
と思っています。10年後『技術士』
が少しでも活躍している状況を
めざしていきたいと考えています。
ご指導のほど、よろしくお願いし
ます。

中田 よしみ

 

10年のうちの3年間、原子力・放射線部門幹事の
末席を穢させていただいております。
2011年3月に燃料サイクル部門で資格取得。さあ、
資格を活かして高速炉燃料サイクルの実現を目指
して頑張るぞ、と意気込んでいた矢先に、故郷福
島の原子力発電所で事故発生。資格の活用先を事
故の収束にも向けると宣言するも、企業内技術士
としての限界を感じている毎日
です。とはいえ、技術士会組織
とのつながりと自己研鑽義務は、自分を高める
大いなるモチベーションです。

佐川 寛

 

～広報からの『卒業』を目指して～
H20末より参加し,主にHPを担当,H25からは部会長
補佐として会の運営に携わっている。創立5周年
頃迄は,確かに,“活動の3本柱”に沿った部会の
意思を広報(4本目の柱)を駆使し社会に発信して

きた。しかし, 3.11以降はどうであろうか? 自己
採点では落第である。ポスト福島において,我々
に も必要な情報発信は何?それは人々の信頼に
足る原子力放射線の専門家として,『技術士』を
示す事である。我々の理念と立ち位置,仕事の品

格,突き動かされた活動と地道な努力を世の中に
逐次示す事である。反省,倫理観と中立性は当然。
大事なことは『住民目線』と私は考える。社会の
関心は常に変化し,原子力分野は広い。社会の主
張と誤解を絶えず学び,彼らの欲する専門性を磨

き続けよう! 事実のみを伝え,真摯に対話し,技術
士の“人”を見せよう!! 志を
持った人は必ず集い,信頼は後
からついてくるはず。
『広報』を卒業しよう!!!

佐々木 聡

 
 

原子力学会誌で技術士の記事を見つけたのがそも
そもの始まりでした。自分は技術者としてどの程
度のものなんだろうと知りたくて受験してみまし
た。運よく合格しましたが、そこからが始まりで
した。会社の枠から飛び出して、いろんな分野の

技術士の方々との交流やCPD、福島での活動を通
して、やるべきこと、学ぶべき
ことを教えられた10年でした。
次の10年では、少しでも自ら
発信できればと願っています。

藤本 望

 

何事も１０年間継続することは大変なことであり，
関係者の皆様にはあらためて敬意を表する次第で
す。さて，私は昨年6月から広報幹事を拝命しま
したが，これといった活動もできず皆様のお力に
なれていない状況です。広報班の１つの大きな課
題に「戦略的広報活動」を掲げています。原子
力・放射線部会を，まずは部会内からそして技術
士会の中，そして広く社会の皆様に知っていただ
き認知度向上に向け，何を，いかにすべきかが，
「戦略的広報活動」と考え，この
取り組みに向けて少しでも役に立
てるように頑張りたいと考えます。
よろしくお願いいたします。

山田 裕之

 

技術士取得のメリットは、技術士と名乗ることで
高みを目指そうと気持ちが引き締まること、世代
や部門を越えた交流の中で自身を磨くことができ
ることだと思います。私自身は、技術士取得によ
り社内外での活動の場が広がったように感じる一

方で、自分の知識は世の中の出来事の1％にも満
たないという気づきがありました。広報班の一員
として、部会の活動を配信しながら、課題を共有
しながら、世代・部門の垣根を
越えた技術士同士の連携、相互
研さんの場を創出していきたい
と思います。

西村 丹子
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原子力・放射線部会 10 年のあゆみ年表（1/3） 

年月  内容  

2005 年 

(平成 17 年) 

1 月  原子力・放射線部門初年度試験に 21 名合格  

4 月  部会設立準備会、平成 16 年度合格祝賀会開催 

5 月  原子力政策大綱に技術士項目追加要望送付  

6 月  部会設立総会  

7 月  原子力立国計画に技術士項目追加要望送付  

8 月  第 1 回役員会、役員会メーリングリスト運用開始  

9 月  共催講演「わが国の原子力の現状と今後」 

11 月  
共催講演「原子力発電所の保守・保全について」他、第 2回役員会 

部会員メーリングリスト運用開始  

12 月  
原子力 eye 誌の試験解説記事スタート（全 7回） 

共催講演「技術者倫理の最前線－原子力企業のモラルの枠組み」 

2006 年 

(平成 18 年) 

1 月  例会講演、第 3回役員会  

3 月  
平成 17 年度合格祝賀会開催（2年目は 75 名合格）、第 4回役員会、 

原子力学会 2006 年 春の年会 総合講演「技術士受験の勧めと技術士制度活用の具体化」 

5 月  見学会「大強度陽子加速器施設（J-PARC）」、第 1回役員会  

6 月  第 2 回総会  

7 月  例会講演、第 2回役員会  

9 月  
例会講演、第 3回役員会 

部会ホームページ開設  

11 月  
使用済燃料中間貯蔵国際セミナー（ISSF2006）（電力中央研究所主催、原子力・放射線部会後援） 

第 1回技術士の夕べ、第 4回役員会  

12 月  共催講演「今、原子力をどう考えるか」  

2007 年 

(平成 19 年) 

1 月  第 2 回技術士の夕べ、第 5回役員会  

2 月  共催講演「高レベル放射性廃棄物に対する核変換処理技術の背景と展望」他、臨時役員会  

3 月  

平成 18 年度新技術士講習会開催（3年目は 57 名合格） 

原子力 eye 誌の試験解説記事スタート（全 4回）、第 6回役員会 

制度活用提言「期待に応える原子力・放射線部門の技術士（初版）」発行 

部会報創刊号発行 

4 月  第 3 回技術士の夕べ、第 1回役員会  

5 月  見学会「東京電力(株)柏崎刈羽原子力発電所」 

6 月  
第 3 回総会、第 2回役員会 

緊急提言「技術者倫理の徹底と法令遵守のための技術士制度の活用について」発行  

7 月  
「技術士法制定 50 周年記念シンポジウム」で原子力・放射線部会の記念事業報告  

第 4 回技術士の夕べ、第 3回役員会  

9 月  
「CPD 中央講座」テーマ：原子力に関する最近の話題、第 4回役員会 

部会報（第 2号）発行  

11 月  
共催見学会「大強度陽子加速器施設（J-PARC）、日立オートモーティブシステム」 

第 5回技術士の夕べ、第 5回役員会 

2008 年 

(平成 20 年) 

1 月  
茨城地区新年会、原子力 eye 誌の試験解説記事スタート（全 5回） 

第 6回技術士の夕べ、第 6回役員会、技術士第一次試験合格者・JABEE 修了見込み者ガイダンス 

3 月  
原子力学会 2008 年 春の年会 総合講演「原子力・放射線技術士制度の具体的活用に向けて」 

部会報（第 3号）発行、第 7回役員会、 

4 月  
平成 19 年度新技術士講習会開催（4年目は 95 名合格）、第 1回役員会 

東京電力(株)柏崎刈羽原子力発電所復旧状況の第一次現地調査及び意見交換（※「活動事例①」にて紹介） 

5 月  第 7 回技術士の夕べ、第 2回役員会  

6 月  第 4 回総会、柏崎刈羽原子力発電所復旧状況調査報告会、第 3回役員会  

7 月  第 8 回技術士の夕べ、第 4回役員会  

9 月  第 9 回技術士の夕べ、第 5回役員会、部会報（第 4号）発行  

10 月  
見学会「日本原燃(株)ウラン濃縮、使用済核燃料再処理関連施設」 

原子力 eye 特別企画 座談会「私はこうして技術士（原子力・放射線）試験を突破した」  

11 月  
講演会「NUCEF（核燃料サイクル安全工学研究施設）の概要と研究成果」及び NUCEF 見学、第 6回役員会 

東京電力(株)柏崎刈羽原子力発電所復旧状況の第二次現地調査（※「活動事例①」にて紹介） 

12 月  原子力 eye「（特集）原子力と技術士－その制度利用の可能性」   
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原子力・放射線部会 10 年のあゆみ年表（2/3） 
年月  内容  

2009 年 

(平成 21 年) 

1 月  

茨城地区新年会 

原子力 eye 誌の試験解説記事 全 5回スタート 

第 10 回技術士の夕べ、第 7回役員会 

「技術士制度活用」WG スタート  

2 月 月刊「技術士」への投稿：「東京電力（株）柏崎刈羽原子力発電所の復旧状況第二次調査結果報告」 

3 月  
第 11 回技術士の夕べ、第 8回役員会 

部会報（第 5号）発行  

4 月  平成 20 年度新技術士講習会開催（5年目は 61 名合格）、第 1回役員会  

5 月  第 12 回技術士の夕べ、 第 2回役員会  

6 月  第 5 回総会 設立 5周年記念特別講演「安全余裕と継続的な改善」、第 3回役員会  

7 月  第 13 回技術士の夕べ、第 4回役員会  

8 月  

見学会「大型放射光施設（SPring-8）」、北関東地区残暑払い 

「技術士制度活用 WG の活動状況について (中間報告)」発行 

原子力 eye 連載企画「日々是研鑽 若手技術士の寄稿コーナー」全 17 回スタート  

9 月  
第 14 回技術士の夕べ、第 5回役員会 

部会報（第 6号）発行（5周年特別号）  

10 月  技術士全国大会（仙台）に部会意見 2件発表  

11 月  第 15 回技術士の夕べ、第 6回役員会  

12 月  原子力 eye 誌の試験解説記事スタート（全 7回） 

2010 年 

(平成 22 年) 

1 月  
第 16 回技術士の夕べ、第 7回役員会 

平成 21 年度技術士一次試験合格者・JABEE 修了見込み者ガイダンス 

3 月  

第 17 回技術士の夕べ、第 8回役員会 

原子力学会 2010 年 春の年会「第１回技術士の集い」開催 

見学会「日本原子力開発機構 大洗研究開発センター 高速実験炉『常陽』」 

部会報（第 7号）発行 

4 月  平成 21 年度新技術士講習会（6年目は 34 名合格）、第 1回役員会 

5 月  第 18 回技術士の夕べ、第 2回役員会 

6 月  第 6 回総会 特別講演「放射線防護体系の現状と今後の課題」、第 3回役員会 

7 月  第 19 回技術士の夕べ、第 4回役員会 

9 月  
原子力学会 2010 年 秋の大会「第２回技術士の集い」開催 

部会報（第 8号）発行  

10 月  
第 20 回技術士の夕べ、第 5回役員会 

見学会「東海発電所の廃止措置状況」 

11 月  第 21 回技術士の夕べ、第 6回役員会 

2011 年 

(平成 23 年) 

1 月  

第 22 回技術士の夕べ 、第 7回役員会 

北関東地区 新年講演・報告と懇親の会 

見学会「日本原子力開発機構 原子力緊急時支援研修センター及び茨城県オフサイトセンター」 

月刊「技術士」への投稿：「（官公庁・大学と技術士）大学生に技術士資格を啓発する」 

2 月  修習技術者研修会 講演「新エネルギー技術動向」 

3 月  第 23 回技術士の夕べ、第 8回役員会 

5 月  第 24 回技術士の夕べ、第 1回役員会 

6 月  平成 22 年度新技術士講習会（7年目は 38 名合格） 、第 2回役員会 

7 月  

第 7 回全体会議 特別講演「放射性物質の利用と核セキュリティについて」 

第 25 回技術士の夕べ、第 3回役員会 

部会報（第 9号）発行  

9 月  
第 26 回技術士の夕べ、第 4回役員会 

原子力学会 2011 年 秋の大会「第３回技術士の集い」開催  

11 月  第 27 回技術士の夕べ、第 5回役員会 
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原子力・放射線部会 10 年のあゆみ年表（3/3） 
年月  内容  

2012 年 

(平成 24 年) 

1 月  
第 28 回技術士の夕べ 、第 6回役員会 

月刊「技術士」への投稿：「福島における原子力・放射線部会の活動」 

3 月  

第 29 回技術士の夕べ、第 7回役員会 

原子力学会 2012 年 春の年会「第４回技術士の集い」 

部会報（10 号）発行  

4 月  平成 23 年度新技術士講習会（8年目は 23 名合格） 、第 1回役員会 

5 月  見学会「放射線医学総合研究所」  

6 月  
第 8 回全体会議 特別講演「学術会議エネルギー政策選択肢分科会および民間事故調：福島第一原発事故

独立調査委員会報告」、第 2回役員会 

7 月  
技術士 CPD 中央講座（第 111 回）「放射線の農林水産物への影響」 

第 30 回技術士の夕べ、第 3回役員会 

8 月  2012 年度北関東地区 講演・見学と報告の会 、見学会「日立理科クラブ施設」 

9 月  
原子力学会 2012 年 秋の大会「第５回技術士の集い」 

第 31 回技術士の夕べ、第 4回役員会 

11 月  第 32 回技術士の夕べ、第 5回役員会 

12 月  部会報 第 11 号発行  

2013 年 

(平成 25 年) 

1 月  

北関東地区 見学と新年会、見学会「日本原子力研究開発機構 那珂核融合研究所」 

第 33 回技術士の夕べ、第 6回役員会 

月刊「技術士」への投稿：「東日本大震災で限界を知り，限界を超える支援活動を目指して」 

2 月 月刊「技術士」への投稿：「社会人向け公開講座における原子力・放射線の講義」 

3 月  
第 34 回技術士の夕べ、第 7回役員会 

原子力学会 2013 年 春の年会「第 6回技術士の集い」  

4 月  
平成 24 年度新技術士講習会（9年目は 19 名合格）、第 1回役員会 

部会報（第 12 号）発行  

5 月  見学会「中部電力(株)浜岡原子力発電所」 

6 月  
第 9 回全体会議 特別講演「放射線防護は何を守るのか？物理過程から福島まで」、第 2回役員会 

月刊「技術士」への投稿：「原子力・放射線部会員の除染情報プラザへの支援活動」 

7 月  第 35 回技術士の夕べ、第 3回役員会 

8 月  月刊「技術士」への投稿：「浜岡原子力発電所見学会報告」  

9 月  第 36 回技術士の夕べ、第 4回役員会、部会報（第 13 号）発行  

11 月  
第 37 回技術士の夕べ、第 5回役員会 

月刊「技術士」への投稿：「福島第一原子力発電所事故避難者の支援活動」 

2014 年 

(平成 26 年)  

1 月  
北関東地区講演と報告会 

第 38 回技術士の夕べ、第 6回役員会 

3 月  第 39 回技術士の夕べ 

4 月  平成 25 年度新技術士講習会（10 年目は 21 名合格）、第 1回役員会 

5 月  見学会「東京電力(株)柏崎刈羽原子力発電所」 

6 月  
第 10 回全体会議 

部会報（第 14 号）発行（10 周年記念誌）  
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原子力・放射線部会の活動①：総会/全体会議 

設立総会 

（2005 年 6 月） 

第 2回総会 

（2006 年 6 月） 

第 3回総会 

（2007 年 6 月） 

 

第 4 回総会 

（2008 年 6 月） 

第 5回総会 

（2009 年 6 月） 

第 6回総会 

（2010 年 6 月） 

 

第 7 回全体会議 

（2011 年 6 月） 

第 8回全体会議 

（2012 年 6 月） 

第 9回全体会議 

（2013 年 6 月） 
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原子力・放射線部会の活動①：総会/全体会議 特別講演 
総会/ 

全体会議 
題目 概要 

第 5回 

(2009.06) 

「安全余裕と継続

的な改善」（講師：

岡本 孝司 氏） 

 

地震安全に関する考え方の合意形成には、安全を感覚ではなく定量的に把握する

こと、安全余裕に対する定評的な評価、が重要なキーワードとなる。リスクを踏

まえた安全に関する考え方の合意形成が大事である。より一層の安全に向けて

は、トラブルから学ぶ「改善活動（CAP）」は品質保証活動の根幹をなす活動で

ある。不適合だけでなく、幅広い改善活動をデータベース化し、安全につなげる

ことが重要。技術士（原子力・放射線）に期待することは、(1)技術士の広い普

及（技術士資格の必要性の標準化）、(2)学会と技術士会の連携である。 

第 6回 

(2010.06) 

「放射線防護体系

の現状と今後の課

題」（講師：中村 尚

司 氏） 

 

放射線防護に関する国際機関には、ICRP を中心として、ICRU、IAEA、UNSCEAR な

どがある。ICRP2007 年勧告では、線量拘束値及び参考レベルを 3 つのバンド(～

1mSv/年、1～20mSv/年、20～100mSv/年)で整理している。これらの数値の根拠は、

100mSv はがんが検出されている最小線量、組織障害が生じる最小線量、20mSv/

年は Unacceptable risk の最小線量である。放射性固体廃棄物埋設地の放射線防

護の考え方では、管理期間中の公衆に対する線量限度は 1mSv/年を適用し、管理

期間終了後の公衆の線量基準は線量拘束値の 300μSv/年を上限値とする。 

第 7回 

(2011.06) 

「放射性物質の利

用と核セキュリ

ティについて」（講

師：中込 良廣 氏） 

 

1957 年 IAEA が設立、1970 年に核不拡散条約が発効、1987 年に「核物質の防護

に関する条約」が発効、1999 年に IAEA のガイドライン（INCIRC/225/Rev4）が

示された（「核物質防護」から「核物質及び原子力施設の防護」に強化された）。

2005 年国連総会では「核によるテロリズムの行為の防止に関する国際条約」が

採択され、また、2010 年米国ワシントン DC では核セキュリティサミットが開催

された。核セキュリティに関する世界の現状を理解し、IAEA 核セキュリティ対

策を支援し、我が国で取り得る核セキュリティを考え、3S（Safety、Security、

Safegards）の位置付けを理解した上で、国際原子力市場に乗り出す必要がある。 

第 8回 

(2012.06) 

「学術会議エネル

ギー政策選択枝分

科会および民間事

故調：福島第一原

発事故独立調査委

員会報告」（講師：

北澤 宏一 氏） 

福島第一原子力発電所事故前の「空気を読む自縄自縛状態」として、TMI 以降 30

年の日本の油断、審議会的行政、必要な対策多数放置（先送り）、電気事業者と

メーカー間で「安全向上」のタブー視、保安院と電気事業者間では文書指示から

口頭指示になっていたことが指摘された。また、誰もが「問題ではあった」と感

じながらも「自分だけが竿をさしても…」と「空気を読む」思考に陥っていてし

まった。外部から多数の専門外第３者委員を招いて議論する場も不在していた。 

第 9回 

(2013.06) 

「放射線防護は何

を守るのか？物理

過程から福島ま

で」（講師：丹羽 太

貫 氏） 

放射線防護とは放射線の悪影響から人々を守ること。悪影響とは？守るとは？

チェルノブイリ事故から報告されたのは健康リスクより心理的リスク、社会的リ

スクが大きいことだ。福島でも放射線という目に見えないものへの不安からくる

心理的リスクや、雇用数の大幅下落、コミュニティ崩壊などの社会的リスクが大

きい。国の予算のうち原発事故対策経費は巨額であり、除染作業１つをとっても

膨大な費用がかかっているが、本当に現地の感覚に沿った対策がなされているか

は疑問である。現場の本当の問題(過疎など)の議論もなく、放射線対策だけの行

動では意味をなさない。現場に即した復興計画の策定とその遂行が望まれる。 
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原子力・放射線部会の活動②：「技術士の夕べ」（1/7） 
回 題目 概要 

例会講演 
(2006.01) 

「技術士制度の活

用状況と今後の展

開」（講師：和作 幹

雄 氏） 

土木、建設分野では特に建設コンサルタントにおいて、技術士資格が認知され業務に活用されており、

コンサルタント業務の受注には社内の技術士数確保が必須の状況である。建設部門の技術士登録数は H17

年度末で約 24,000 人、上下水道部門約 3,000 人など。技術士の活用制度は、国土交通省、地方公共団体

などの法令による根拠が存在する。類似の民間資格(RCCM)と比べても技術士資格は高く評価されている。

建設コンサルタンツ協会（会員数 500 社）を介して官庁や市町村に技術士活用を PR し、実績をかさねて

きて評価されてきた。 

「米国の原子力分

野におけるPEの役

割」（講師：小山田 

修 氏） 

米国の PE 試験（二次試験）は推薦状が必要で個人的な人間関係が重視される。PE 有資格者以外にも優

秀な技術者は多数いるが、PE 資格は、社会的認知度は高く評価されている。PE 資格と技術的能力が必ず

しも対応するわけではなく、PE 本人が能力を確信する自己責任の世界。一般的には他州の PE 資格では

PE 業務ができない。原子力分野（強度設計書審査）での PE の役割は日本の官庁の立場で民間の個人 PE

がメーカーの設計仕様書の審査承認を行う。なお、PE を選ぶのはメーカー側であり、PE 個人も保険に入っ

ているがメーカーが設計の全責任を負うと考えてよい。日本の場合、官庁・国民と電力・メーカーの間

に高い障壁があると思われる。将来的には技術士がその両者の問題意識や解決努力を担う、共通の場の

媒介者としての役割を果たすことを期待する。 

「原子力・放射線

技術士制度の活用

策」（講師：川崎 幸

三 氏） 

原子力・放射線部門の設立経緯を振り返り、部会幹事会で議論した制度活用策について説明した。今後

関係方面へ技術士活用策の実現に向け働きかけを行う。主な活用策の項目として、①自主的安全審査に

おける技術士の関与義務、②社会とのリスクコミュニケーションにおける技術士の活用、③原子力・放

射線の知識の普及、啓発の講師、④原子力・放射線教育支援者、⑤技術士認証制度、を提案。 

例会講演 
(2006.07) 

「クリアランス制

度について」（講

師：加藤 和之 氏） 

原子炉等の解体工事で発生する多量の廃資材のうち、放射線レベルが極めて低い

ものを再生利用することは、資源の有効活用、循環社会の形成の観点から重要で

ある。クリアランス制度とは、人の健康への影響が無視できることから「放射性

物質として扱う必要がないもの」として、放射線防護規制の対象から外すための

法制度である。本講演では、クリアランス制度概要、クリアランスレベル計算方

法、各種測定技術、測定装置、測定誤差の低減方法についての説明がなされた。 

「原子炉塗膜の水

中検査補修工法に

ついて」（講師：

成川 薫 氏） 

 

原子力発電所圧力抑制室（S/C）の塗膜の保守・点検、補修作業をダイバを利用

して行うことで、水抜きして全面補修する従来工法に比較して、大幅な工期削減

やコスト低減を図る（水中工法）。1985 年頃米国で開発されたものを日本向け

に改良し、1995 年に東京電力福島第二原子力発電所の S/C が日本で初めて採用

され、延べ 16 基の実績がある。本講演では、水中工法導入の経緯や目的、従来

工法との比較、水中工法の詳細、その他の技術と今後の動向について、実際の水

中作業やモックアップの状況写真なども含めた説明がなされた。 

例会講演 
(2006.09) 

「弁の診断技術と

適用例について」

（講師：伊藤 晴夫 

氏） 

従来の弁保全方式は分解点検が主であり、ベテランの経験と技能に依存して来た

が、近年の技術伝承問題や分解・再組立段階でのヒューマンエラー介在等から、

状態監視保全をミックスした適正保全方式が必要である。具体例として、電動弁

の劣化や性能を把握できる電動弁診断装置「MOVDAS」、弁特性試験やグランドパッ

キンの締め付け管理状況も確認できる制御弁診断装置「AVIDAS」及び電磁弁診断

装置「SOVDAS」について、その開発経緯、特徴及び実機適用例が報告された。 

「原子力発電所の

高経年化対策につ

いて」（講師：上

坂 昌夫 氏） 

近年，関心の高まりつつある原子力発電所の高経年化対策について東京電力㈱福

島第一原子力発電所のプラントを例として歴史的背景，産官学の取組み状況，評

価内容， 新技術動向などの解説がなされた。また，実際に評価を実施する担当

者の視点から現状の高経年化対策，評価方法に関する問題点，改善すべき点につ

いて所感を交えた報告がなされた。 

第 1回 
(2006.11) 

「高レベル放射性

廃棄物処分施設の

設計」（講師：杉

原 豊 氏） 

再処理工場の本格的稼動を控え、再処理工場から出る高レベル放射性廃棄物の処

分場に関して、主に施設の建設面からの設計方法について解説がなされた。高レ

ベル放射性廃棄物の地層処分の一般的な概念から始まり、諸外国の処分場の概念

がまず紹介され、処分場の地下構造物としての熱的設計手法及び構造設計手法、

処分場から排出される地下水や掘削残土中に含まれる有害物質の処理等、高レベ

ル放射性廃棄物処分場をめぐる 新の情勢についても説明がなされた。 

「水素エネルギー

社会を拓く高温ガ

ス炉及び水素製造

技術の開発」（講

師：川崎 幸三 氏、

日野 竜太郎 氏） 

地球温暖化の元凶である炭酸ガスを排出しない水素は、これからの社会で も期

待が大きいエネルギー媒体である。水素製造に関する世界の動きや水素製造方法

の解説後は、クリーンな水素製造に不可欠の高温を確保するための高温ガス炉

（HTTR）の特徴やその開発の経緯、水から水素を製造する熱化学法 IS プロセス

の原理やパイロットプラントの情況、次世代の高温ガス炉や今後の水素製造技術

の展開にも言及され、地球規模での環境保全への貢献の可能性が示された。 
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原子力・放射線部会の活動②：「技術士の夕べ」（2/7） 
回 題目 概要 

第 2回 
(2007.01) 

「原子力施設等に

関する安全規制

（法体系）」（講

師：青木 照美 

氏） 

原子力分野の法令に関して、原子力基本法、原子力委員会及び原子力安全委員会

設置法、放射線障害防止の技術基準に関する法律、原子炉等規制法、放射線障害

防止法の内容及び改正経緯などについて、ご自身の長い原子力安全規制に関わる

業務を通じてわかり易く説明された。また、法律・政令・規則・告示などの位置

づけや、法律改正の事例をクリアランス制度の整備（導入）を例に、改正に当たっ

ての各種委員会や調査会での活動や報告書の作成、シンポジウム開催や説明会の

開催などの各ステップを具体的に説明された。 

「日本原子力学会

倫理教育委員会

での取り組み」

（講師：鳥飼 誠

之氏） 

技術士倫理の定義、技術者倫理が重視されるに至った経緯、倫理委員会の活動内

容、日本原子力学会の倫理規程の内容や、改訂に関わる苦労話などが紹介された。

近の倫理委員会の活動については、原子力に関する倫理研究会の活動や日本技

術士会の当部会と連携して原子力学会で特別セッション開催や原子力関係の事

故や不祥事に対して、倫理的な視点で提言や意見表明を実施していることが紹介

された。 

第 3回 
(2007.04) 

「臨界事故と原子

力安全について」

（講師：竹下 功

氏） 

1999 年 9 月 30 日に東海村で発生した JCO 臨界事故について、当時日本原子力研

究所東海研究所安全性試験研究センター長として、事故の対応に中心的な役割を

果たされた竹下専務理事より特別講演を頂いた。JCO の事故発生から、臨界停止、

事故規模の特定など当時の状況、事故原因とその背景、調査委員会の提言の概要、

事故後とられた主な対策が説明された。 近の世界的な原子力ルネサンスの動向

については、社会的受容性に向けた不断の努力と人材の確保、技術者自身の研

鑽・倫理の自覚の重要性を訴えられ、技術士制度の活用の促進が提案された。 

第 4回 
(2007.07) 

「原子力利用のリ

スク」（講師：永

嶋 國雄 氏） 

長い原子力防災の経験から、災害発生頻度や被害の大きさを整理し、そのリスク

や対策が説明された。また、事故を未然に防げなかったことについては、それら

を原子力技術者の技術能力の問題としてとらえ、技術士として目指すべき５点

（①原子力の可能性を公益に活用、②原子力の危険性を克服、③高度な技術を身

につけ実践し、指導、④高い倫理性、⑤常に研鑽）が示された。 

「FBR 開発におけ

る高速実験炉「常

陽」の役割」（講

師：鈴木 惣十 

氏） 

起動試験の当初から関わった「常陽」の開発経緯や MarkⅠ～MarkⅢそれぞれの

炉心開発目的及びその利用成果、今後の「常陽」の役割や国際協力について紹介

された。また、わが国の自主技術で開発した「常陽」を約 30 年にわたり安定か

つ安全に運転して、FBR プラントの基礎データを取得するとともに、数々の試験

を実施して高速炉サイクル開発に大きく貢献したことが海外からも評価され、

2007.6.6に米国原子力学会からランドマーク賞を授与されたことが紹介された。 

第 5回 
(2007.11) 

「技術者は経験を

いかに伝えるの

か」（講師：伊藤 

裕氏） 

東京理科大学で始まった研究者・技術者養成プログラムで「研究開発とものづく

りの光と陰」とのテーマで講演する機会があり、その内容紹介、学生の反応、技

術者としての取組み等が紹介された。①経験事例として核融合・加速器の研究施

設建設におけるトラブルとその克服、②大型理科学研究施設建設プロジェクトの

特徴と技術者の活躍の場、③技術者のあり方、技術士挑戦の経験を踏まえた「誇

り高い技術者になろう」とのメッセージ、④継続的な研鑽の勧め。また、学生は

企業の中で技術者がどんな仕事をしているか知りたがっている。 

「教育訓練用原子

炉を用いた社会

教育活動」（講

師：橋本 憲吾 

氏） 

近畿大学原子力研究所は、継続的・効果的な原子力教育・研究を推し進めると同

時に、地域社会との調和・交流を図り、積極的に原子力・放射線施設の安全確保

に努めることで、大学としての社会的責任と氏名を果たすことを掲げている。近

畿大学原子炉を用いた学生実験実習、社会教育活動、原子炉実験研修会（原子炉

運転実習、臨界近接実験）が紹介された。 

第 6回 
(2008.01) 

「日本原子力技術

協会の役割と活

動」（講師：鈴木 

康郎 氏） 

 

原技協は米国の INPO のように、原子力施設の自主保安のレベル向上のため、規

制側と原子力事業者の両者から独立した立場から原子力産業界を支援し、活性化

させる役割を持つ。活動の４本の柱は、①情報の収集・分析・活用、②安全文化

の推進、③民間基準規格の整備促進、④原子力技術者の育成・維持、である。日

本の原子力の現状は、トラブル・不祥事→規制強化→プラント稼働率低下・被ば

く線量 UP→信頼低下という負のスパイラル状況で厳しい。しかし、社会からの

信頼性を回復・向上するための自助努力により正のスパイラルに移行できる。 

第 7回 
(2008.05) 

「原子力と社会と

の関係の再構築

の時代に～技術

士はどのような

役割を果たすべ

きか」（講師：北

村 正晴 氏）  

原子力 PA 活動における知識不足が反対意見となっている考え方は間違い。技術

レベルの向上により社会全体の安全・安心度が上がり、他国では問題とならない

レベルの影響も懸念されるようになり、技術・技術者集団に対する社会の批判的

視線は厳しさを増している。実践的研究として市民との直接交流活動を進めてき

た。対話フォーラムの基本設計は、①反復実施、②参加者・話題を限定しない、

③内容の非公開、④参加者主体の運営、が成果のある活動の柱である。ディベー

トでは問題解決しない、共有できる信念や共通善を見出す行為が必要である。平

常時のコミュニケーションなしに異常時だけ上手くいくことはありえない。 
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原子力・放射線部会の活動②：「技術士の夕べ」（3/7） 
回 題目 概要 

第 8回 
(2008.07) 

「放射線の影響は

量によってちがう

はず」（講師：石

田 健二 氏） 

 

放射線は、微量でも人体に悪いというのが定説だが、生物には放射線の悪い影響

を緩和する生体防御機能が備えられている。100～200mSv の低線量放射線領域に

おいては、講演者が知る限り、身体的な障害を示す事例の報告は見当たらない。

それよりも、逆に、生理的に有益な効果（ホルミシス効果）を生じる場合がある。

本講演では、①発がん抑制、②老化抑制、③生体防御機構活性に注目してヒト、

動物、および細胞・分子のそれぞれのレベルでこれまでに得られた研究の成果を

紹介し、放射線の影響は量によってちがうことを主張。 

「医療における放

射線利用（画像診

断と治療）-放射線

技師（技術士）の

果たす役割につい

て-」（講師：坂井 

洋登 氏） 

我国の死因の首位であるがんの撲滅は、国民 大の関心事である。放射線による

画像診断装置や放射線治療装置（体外、体内）の進展について紹介。兵庫県立粒

子線医療センターでは陽子線、炭素線を用いてがん治療を進めている。一般に、

PET は(F18-FDG を使用）治療前の腫瘍進展範囲の把握等に使われているが、こ

の施設の PET は、陽子線や炭素イオン線照射直後に発生した放射化核種（主に

C11）を可視化し、治療計画を検証するために使われている。PET を用いた照射

部分の可視化と臨床利用について、検討した結果を紹介。 

第 9回 
(2008.09) 

「原子力法制度と

技術士の役割」（講

師：班目 春樹 氏） 

米国では第三者認証機関として ASME を活用しており、規制当局の NRC は、ASME 

規格に準拠せよと規定するだけ。ASME は重要な設計仕様書や設計書の審査を行

う PE の資格要件を定めており、それを満たす PE は、第三者機関に所属する必

要はなく、電力やメーカーの従業員でも良い。技術士会への要望、①技術士は国

が認めた技術者であり、多くの見解を発信して認知度を上げる。②ASME 要件に

相当する上位資格を考え専門性を高める。③待っていても制度改革は進まないの

で各所に働きかけて調整する。④コミュニケータとしても活躍する（例えば「原

子力 110 番」原子力学会の原子力安全部会とも連携して欲しい）、が示された。 

第 10 回 
(2009.01) 

「BWR プラント化

学管理の現状と今

後の展開」（講師：

長沢 克己 氏） 

沸騰水型原子力（BWR）発電所における化学管理の目的は、プラントで使用する

材料の健全性維持・向上、被ばく低減、プラント効率維持・向上、放射性廃棄物

低減、法令順守等である。プラント化学管理にも高経年化対策、新検査制度への

対応が必要であり、高経年化対策については、化学管理関連知見の蓄積とその利

用の拡大と充実が、新検査制度については、状態監視保全を考慮した新しいモニ

タリング技術の適用や化学管理関連データベースの蓄積と評価技術向上が重要

と考えが示された。 

「柏崎刈羽原子力

発電所復旧状況第

二調査」（講師：

成川 薫 氏） 

社団法人日本技術士会４部会の有志等 19 名は、2007 年 7 月の新潟県中越沖で

被災した東京電力㈱柏崎刈羽原子力発電所の復旧状況について、2008 年 4 月に

第一次、11 月に第二次現地調査を実施した。地震から約 1 年半を経過した柏崎

刈羽原子力発電所では、設計時の想定を大幅に越えた要因の解明とともに設備や

機器に対する改善策が取り纏められ、対策が実施された。今後は、今回得られた

新しい知見の活用と、より災害に強い発電所作りを目指し、早期に運転再開され

ることを期待する。 

第 11 回 
(2009.03) 

「原子力設備の補

修技術開発と実機

への適用方法につ

いて」（講師：亀

山 雅司 氏） 

原子力発電は、長期的対策としては基数増加が検討されているが、短期・即効性

のある対策としては近年低迷している既存発電所の稼働率の向上が必須である

とし、近年の加圧水型原子力（PWR）発電所の劣化事象と補修工法が紹介された。

開発技術を核としつつ、実機適用に重要な要素となる規制等への整合、規格類の

整備について、それら一連の事項の説明性と進捗を両立させ、実機適用を進める

ために有効と考えられる事業者と製造者等関係箇所の役割分担と課題・対策が示

された。 

「高レベル廃液に

含まれる長寿命核

種の分離変換技術

について-核種分

離研究の現状-」

（講師：松村 達郎 

氏） 

分離変換技術とは、使用済燃料の再処理により発生する高レベル廃棄物から、長

期放射能毒性の高い核種を分離し、高速炉あるいは加速器による高速中性子によ

り短半減期核種に分離する技術である。実現すれば、その放射能が天然ウランと

同等にまで減衰するために要する期間が数万年から 300 年程度に短縮される。必

要とされる技術は、回収率及び除染効率の高い分離技術、信頼性の高い核変換技

術等、幅広い分野にまたがる研究開発が必要。対象核種のなかでも分離が困難で

α放射能を有するアクチノイド元素について、研究開発の現状が紹介された。 

第 12 回 
(2009.05) 

「原子力における

倫理の意義と技術

士の役割」（講師：

大場 恭子 氏） 

 

技術が不可欠な現代社会は、技術の正の側面（便益）を拡大しつつ負の側面をい

かに減らすかが大きな課題である。技術者倫理は，その負の側面を減らす一環で

あるが、技術者自身が誇りを持って仕事を遂行するためのものでもある。「原子

力技術」の特徴は、他の商品とは異なり、一般の人から技術が見えにくいため、

原子力従事者自身が も「見える」「感じる」原子力であるという認識が必要。

社会が も原子力・放射線部門の技術士に期待するのは、組織の論理に埋没しな

い専門家として、リスクコミュニケーションの分野で重要な役割を担うこと。 
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原子力・放射線部会の活動②：「技術士の夕べ」（4/7） 
回 題目 概要 

第 13 回 
(2009.07) 

「次世代軽水炉の

開発計画」（講師：

大賀 幸治 氏） 

 

2008 年 4 月に、国、電力事業者、プラントメーカが三者と一体となって開始し

た次世代軽水炉開発計画の概要が紹介された。「世界 高水準の安全性と経済性

を有し、社会に受け入れられやすく、現場にやさしい、国際標準プラント」を目

標とし、６つのコアコンセプトを実現するための技術開発が進められている。(1)

濃縮度５％超燃料を用いた使用済燃料削減と稼働率向上、(2)パッシブ系・アク

ティブ系を組合せた安全系による安全性・経済性の同時実現、(3)免震技術の採

用による立地条件によらない標準化プラントの実現、(4)斬新な建設技術の採用

による建設工期の大幅短縮、(5)新材料と水化学技術によるプラント寿命 80 年実

現と被ばく線量の低減、(6)プラントデジタル化による稼働率・安全性の向上。 

「高速増殖炉サイ

クル実用化研究開

発（FaCT プロジェ

クト）の現状」（講

師：家田 芳明 氏） 

 

国の方針に基づき 2006 年度から開始した「FBR サイクル実用化研究開発（FaCT 

プロジェクト）」では、ナトリウム冷却炉、先進湿式法再処理及び簡素化ペレッ

ト法燃料製造の組合せを主概念とし、実用化に集中した研究開発を進めている。

2010 年に革新技術の採否判断を行い、2015 年に実用施設とその実証施設の概念

設計を提示することとしている。研究開発は概ね順調に進展しており、2008 年

度に中間取りまとめを行った。本講演では、その概要が紹介された。 

第 14 回 
(2009.09) 

「原子力、過去か

ら未来へ－（原子

力ルネサンスをど

うとらえるか）－」

（講師：宅間 正夫 

氏） 

「原子力ルネサンス」とは、単に、欧米を中心として停滞していた原子力開発が

復活し始めたことではなく、必要性・安全性・経済性に基づく推進側主体の開発

理念から、一般市民を巻き込んだ理念の共有への質的な変革である。「技術と専

門家が牽引した社会」から「市民・生活者の思いや希望が重視される社会」へ。

「生産者論理（主権）の社会」から「消費者倫理の社会」へ。「男性・父性原理

の世界」から「女性・母性原理の世界」へ。原子力に関しては、国が推進役となっ

ており本来の事業者と住民間の仲裁的立場にないため、マスメディアが仲介、監

視の役割を持っている。しかし、マスメディアも商業主義であり、プラス面も取

り上げてもらうには、経営層自らが情報発信することが必要。 

第 15 回 
(2009.11) 

「原子力・放射線

部門の技術士個人

活動事例紹介と座

談会」 

  

以下の 4 テーマについて個人活動事例を紹介し、その後、意見交換を行なった。 

１． 技術士（個人）としての業務に関して ：永嶋、平川、岡村技術士 

２． 技術士としての教育現場支援に関して ：林､中野､成川技術士 

３． 技術士としての地域活動に関して ：今本技術士 

４． 今後の技術士活動の参考となるテーマ ：上野､佐川技術士 

第 16 回 
(2010.01) 

「原子力発電所の

事故・トラブル事

例から診た安全文

化の劣化兆候」（講

師：牧野 眞臣 氏） 

原子力発電所の安全の問題には、その重要性にふさわしい注意が 優先で払われ

なければならない。脆弱な安全文化が組織内に定着すると安全実績の低下が表面

化する。この時点で、その根本的な原因を特定し、自己修復できない場合は、い

ずれ安全問題が発生することになる。プラントが深刻な状態もしくは大きな事故

状況になる前に、安全文化劣化の兆候、安全性能低下の兆候をできるだけ早い段

階で検知することが重要となる。一見すると人的要因による不適合事象も、コ

ミュニケーションの問題等、管理的側面が根本原因となるものが増加しているた

め、個人の技術研修だけではなく、背後の組織管理面の改善を検討すべきである。 

第 17 回 
(2010.03) 

「研究炉を使った

放射線利用」（講

師：山本和喜氏） 

研究炉は発電炉とは異なり、主に核分裂によって発生した中性子を利用する。中

性子をビームとして取り出し、中性子散乱実験、中性子ラジオグラフィ、ホウ素

中性子捕捉療法等に利用してきた。しかし、現在では利用申込の件数が増加した

ため、利用者に割り当てられるマシンタイムの調整が難しくなってきている。講

演では、JRR-3（東海村、20MW）及び JRR-4（東海村、3.5MW）の利用状況につい

ての説明があり、工学利用としてシリコン半導体製造、医学利用としてホウ素中

性子捕捉療法についての紹介がなされた。 

「社会に役立つ加

速器－基礎研究か

ら一般産業まで

－」（講師：吉行 健 

氏） 

近年様々な分野で実際に利用されている加速器の実例が紹介された。具体的に

は、素粒子、原子核やたんぱく質の構造、材料内部の物質構造、磁気構造の解明

や新素材の開発調査等のための研究用として、Ｘ線、電子線、陽子線、重粒子線

等を用いた診断や治療のための医療用として、滅菌・殺菌処理、材料の改質、環

境保全、保安検査のための産業用として加速器が利用されている。医療の分野で

は、がん治療用の加速器の普及が始まり、工業用としては、Ｘ線の照射装置によ

る滅菌・殺菌サービスや検査サービスが実現している。 

第 18 回 
(2010.05) 

「原子力のグロー

バル展開に向けた

現状と今後の方向

－技術士への期

待」高橋 祐治 氏） 

原子力安全確保の第一義的責任は電気事業者にあるため、自らの責務として安全

確保を大前提に原子力を推進。①科学的・合理的な運転・保守管理の確立、②技

術基盤の強化、③原子燃料サイクルの確立について、重要な経営課題として取り

組んでいく。一方、海外では原子力発電が見直され、建設拡大が予想されており、

我が国の原子力産業を活性化していくためにも、積極的な国際展開が重要であ

り、官民一体となった具体的な国際戦略を打ち立てる必要がある。科学技術に関

する高等の専門的応用能力を有している「技術士」には、民間審査における専門

家集団としての活躍が大いに期待される。 
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原子力・放射線部会の活動②：「技術士の夕べ」（5/7） 
回 題目 概要 

第 19 回 
(2010.07) 

「持続する社会と

原子力」（講師：

前川 則夫 氏） 

今日の社会は文明の維持に必要なエネルギーや資源をどのようにしたら確保で

きるか、環境がこの巨大なエネルギーの使用をどこまで許容するかという難問に

直面している。原子力が主役の座に近づき、太陽光、水力、風力なども主要な役

割を担い、貴重な化石燃料も将来世代と資源の価値を共有しながら有効に利用さ

れていくだろうが、低炭素社会実現への道のりは平坦ではない。原子力に関して

は、将来予測や日本の政策的課題に冷静な判断を示しつつ、資源争奪や CO2 排

出増等の文明の課題克服の抜本的な処方箋には高速炉サイクルが不可欠とし、将

来を見据えた地球的視野や日本の国力維持のための戦略が大切と力説された。 

第 20 回 
(2010.10) 

「国際協力で進め

る核融合実験炉

イーターの建設」

（講師：杉本 誠 

氏） 

日欧米露韓中印の７極が協力して、南仏カダラッシュに、世界 大の核融合実験

炉 ITER（ラテン語で「道」の意）の建設が始まっている。ITER は核融合エネル

ギー実現のための科学的実証を行うことを目的に、実際の核融合燃料を使い、核

融合燃焼を行う実験炉で、その主要な機器は参加極が分担して調達する。日本原

子力研究開発機構は、国からの指名を受け、ITER 国内機関として、我が国が分

担する ITER 機器の調達とその調達に必要な研究開発を実施している。 

「宇宙で放射線を

測る-位置有感生

体組織等価物質比

例係数箱 PS-TEPC

の開発-」（講師：

高橋 一智 氏） 

国際宇宙ステーション（ISS）など低地球軌道における人類の活動が活発化する

中で、当該領域においての宇宙放射線環境測定は非常に重要な課題の一つであ

る。幅広い LET 範囲の粒子線を測定するために、能動型・受動型の様々な検出器

が開発されている。現在開発を行っている能動型の放射線検出器「PS-TEPC」の

基礎特性実験や、この検出器の肝である多チャンネル検出器のデジタル波形解析

が紹介された。 

第 21 回 
(2010.11) 

「原子力分野にお

ける倫理ケースス

タディ実践状況の

紹介」（講師：作

田 博 氏） 

人間の行動パターンの二つの事例（服従のパターンと自立的な判断パターン）から、人間には異なった

行動を取りうることが紹介された。倫理的な問題の多くは社会性が足りなくて起こっており、問題に直

面した時には上司等に相談する。技術者としてモラルを遵守する責務、説明責任があることを自覚する

必要がある。また、集団思考にならずに社会の一員として考える必要がある。目標が未達成な時にルー

ルを逸脱してしまうことがあり得る。これらをなくす為には、例えばマニュアルには管理的な規則型マ

ニュアルと、柔軟な対応が求められる標準型マニュアルがあるが、これらを明確に区別することが大事、

またなぜそのようなマニュアルがあるのかを知ることが重要である。 

第 22 回 
(2011.01) 

「EPC (設計・調

達・建設）ビジネ

スのプロジェクト

マネジメント」（講

師：宇賀神 剛 氏） 

プロジェクトやプロジェクトマネジメントという言葉は国内でも広く使用され

ているが、その定義や概念は意外と認識されていない。本講演では、プロジェク

トマネジメント知識エリアの体系化で歴史のある米国 PMI(プロジェクトマネジ

メント協会)の定義や概念、プロジェクト業務と定常業務との違い等が解説され

た。PMI は NPO 法人で、1969 年に設立され、今や 180 ヶ国に 50 万人の会員を

擁している。特に、 近 5～6年、IT 分野で会員数が急速に増えた。プロジェク

トマネジメント標準化については、PMBOK（PMI 発行）に詳しく記述されている。 

第 23 回 
(2011.03) 

「原子力分野にお

ける技術士への

期待」（講師：田

邉 朋行 氏） 

コンプライアンス・技術者倫理を題材に、原子力分野における技術士への期待、

及び技術士という資格をどのように組織・社会の中で位置づけたらよいか。従来、

有資格者は「非日常」を主な活動の場としていたが、企業内専門家の必要性増大

等により、「日常」と「非日常」の境界があいまいになってきている。緊急時に

は公衆の安全を優先する等の判断能力を備える技術者（技術士）が必要であり、

形式主義・完全主義の「罠」（「本音」と「建前」の乖離に伴う重要ルール違反）

で、技術士は「なぜ」そのようなルールやシステムがあるのかを考え、また、「質

の高い」議論ができる職場環境作りとして、専門知識に裏付けされた技術士が

ファシリテータースキルを持つことが大切である。 

第 24 回 
(2011.05) 

「原子力発電・核

燃料をめぐる

近の情勢につい

て」（講師：西村 

章 氏） 

我が国の原子力発電は 1960 年代から開始され始め、その当初より、我が国独自

の技術を開発し改良を重ねてきた。今回は特に沸騰水型原子炉の炉心燃料につい

て、基本的な技術、設計改良の歩み、MOX 燃料技術等について紹介がなされた。

また、3月 11 日に起きた東日本大震災では福島第一原子力発電所について、こ

れまで公表された情報に基づき、どうしてこのようなことに至ったのかの経緯に

ついて講演者の知見で紹介がなされた。今回の大惨事を乗り越えて、エネルギー

資源の乏しい我が国で、今後、原子力エネルギーの利用をどうして進めて行くべ

きかを考えて頂く参考になればと締めくくられた。 

「原子燃料の輸

送」（講師：大橋 

正雄 氏） 

原子力エネルギー利用は、核燃料物質である原子燃料の安全輸送が大前提であ

り、この輸送は、公海、公道を使用して行われることから、我が国も IAEA が制

定した国際基準を関係法令に採り入れ安全規制を行っている。今回の講演では、

我が国における原子燃料の輸送の現状、我が国の安全規制、輸送の安全確保の方

策、事故時対応等について紹介がなされた。合わせてトピックスとして我が国の

使用済燃料の中間貯蔵計画の状況についても紹介がなされた。原子燃料の輸送は

核燃料サイクルをつなぐものであり、その成立のために重要な役割を担っている

ことを皆さんに理解願うことと締めくくられた。 
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原子力・放射線部会の活動②：「技術士の夕べ」（6/7） 
回 題目 概要 

第 25 回 
(2011.07) 

「社会から信頼さ

れる原子力専門家

に求められるスキ

ル～福島第一原子

力発電所事故を踏

まえて～」（講師：

郡司 郁子 氏）  

原子力技術に対する信頼性回復には、世論形成に強い影響力を持つ公衆に対し

て、技術士に代表されるより多くの専門家が「一般観点を踏まえた双方向コミュ

ニケーション」に取り組むことが期待される。米国では、「リスクコミュニケー

ションの 7つの原則」が用いられているが、このうち、「人々の声に耳を傾ける」

ことが も重要な原則である。また、コミュニケーションの形態として、表情や

音声等の非言語コミュニケーションが支配的である傾向があり、これらに失敗す

ると、コミュニケーションは成立しにくく信頼も得にくい。 

第 26 回 
(2011.09) 

「福島第一原子力

発電所の事故と安

全文化」（講師：

松浦 祥次郎 氏） 

 

今後特に留意すべき原子力安全確保の教訓を原子力安全文化、技術者倫理の視点

から捉え、①事故の経緯と現況、②事故の様態、③国際的認識、④当面の緊急課

題、⑤教訓、⑥終息への課題について講演があった。事故原子炉の長期安定化、

放出放射性廃棄物の処理処分は勿論、避難住民の生活回復とコミュニティ再生へ

の徹底的支援が何より重要である。また、炉心を詳細に調査し経緯・原因・対策

を明らかにすることが重要である。事故の教訓を踏まえ、考えられる 高度の安

全確保体系構築に努力しつつ、終息事業を徹底的に遂行してより本質的な安全性

向上につながる知見を得ることこそが安全文化的思想・実践であろう。 

第 27 回 
(2011.11) 

「福島事故とシビ

アアクシデント研

究」（講師：杉本 

純 氏） 

 

日本のシビアアクシデント(SA)研究への教訓は、長期電源喪失対策や格納容器ベ

ント機能などの技術的な検討不足、規制要求化の努力不足、過去の地震や津波の

知見をフィードバックさせる仕組みや体制がないといったことが反省点。外部電

源が不要な冷却システム、水素挙動の解析技術と対策、住民避難に至らない次世

代炉の格納容器などの研究が重要。また、現場職員、運転員への教育訓練の徹底、

国民レベルでの幅広い教育が必要。国際機関との共同研究、アジア諸国への原子

力導入支援も重要。 

第 28 回 
(2012.01) 

「安全規制におけ

る PSA の活用につ

いて」（講師：平

野 光将 氏） 

欧米諸国を中心に多くの国で PSA（確率論的安全評価）から得られるリスク情報

を活用して原子力施設の安全管理を効果的・効率的に行う試みが実施されてい

る。我が国でも規制当局や産業界においてリスク情報の活用に向けた活動が進め

られているが、具体的規制要件とはなっておらず、PA（パブリック・アクセプタ

ンス）の観点から、外的事象 PSA の結果等の情報を規制当局も事業者も公開して

こなかった。事故の教訓としてリスク情報活用の重要性が挙げられる。その際「安

全文化の徹底」が重要であることや、EU では安全とセキュリティ（テロ対策）

を統合的に考えることが要求されてきていることが強調された。 

第 29 回 
(2012.03) 

東日本大震災後 1

年間の経験を踏ま

えた意見交換会

「～福島第一原子

力発電所事故と技

術士の役割～」 

参加者が 6 班に分かれ「福島第一原子力発電所事故と技術士の役割」について、

「他部門から見た原子力・放射線部会の役割」及び「他部会として何が出来るか」

の視点から意見交換を行った。 

[1 班]原子力や代替エネルギー等に関する正しい議論の仕方が定着していない。

外部に専門家が影響力を持って発言していける状況をつくることが大事。 

[2 班]技術で困ったときには技術士に頼れる状況をつくること、その為には広報

をしっかりと考え、日ごろから市民に理解を得るような取り組みが必要。 

[3 班]①情報発信:正しい情報の発信、②原子力発電:安全に使用出来る原子力技

術の開発、医療関係者との連携、③現場への対応:福島の被害者に寄り添った支

援、原子力部門以外の技術士も協力して進めることが必要。 

[4 班]現場の意見を聞き、気付いたことを適切に発信する。横のつながりを持つ

為に他部門と連携するべき。また、外部に発言できる人材の育成やエネルギー問

題を公益と位置づけ皆で考えていくことが大事。 

[5 班]技術の信頼性、独立性とは何か、原子力分野でやられていることが真に正

しいことがやられているのか。違った分野から見ることも必要。 

[6 班]リスクマネージメントという言葉は一般の人は馴染みがない。信頼を得る

ためには正しいとの信念のもと発信し続けていくことが大事。 

第 30 回 
(2012.07) 

「東京電力福島第

一原子力発電所事

故の概要とその教

訓」（講師：福田 俊

彦 氏）  

昨年 3月の福島第一原子力発電所の事故に関して、東京電力が独自の事故調査委

員会を立ち上げ、本年 6月 20 日に報告された「福島事故調査報告書」の報告内

容を基本として、地震及び津波の概要、事故の概要、放射性物質の放出量、放射

線管理の対応、および、事故の教訓と今後の対応まで、幅広い内容について、事

故の対応に直接関わった立場からの生の声を含む内容の講演があった。 

第 31 回 
(2012.09) 

「世界のエネル

ギー情勢～我が国

が認識すべきこと

～」（講師：小野 章

昌 氏） 

近メディアで多く取り上げられているシェールガスも、回収に手間と時間とコ

ストがかかりすぎる。東大の石井吉徳名誉教授らは、①濃集している、②大量に

ある、③経済的に回収できる、をエネルギー資源の３条件としている。また、温

暖化対策は、専ら電力の消費削減によっているが、1 人当たりの電力消費は今後

も増加すると考えられる。「省エネ」の中身も実態は「電化」であることを考え

ると電力需要が減るという前提はあまりに非現実的。GDP の成長を目指しながら

の電力消費減は整合性がない。再生可能電力 30％達成の方法、莫大な系統拡張

工事のコスト負担の見通しがなく、バックアップ電源の必要性を考えていない。 
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原子力・放射線部会の活動②：「技術士の夕べ」（7/7） 
回 題目 概要 

第 32 回 
(2012.11) 

「国際核融合実験

炉（ITER）につい

て」（講師：池田 

要 氏） 

核融合は太陽や星のエネルギー源であり、その核融合を地球上で実現させて将来

のエネルギー源にしようとの考えから、各国で開発がすすめられた。2010 年 7 月

28 日、ITER の技術仕様、スケジュール、費用見積もり及び管理計画からなるベー

スラインが設定された。そこでファーストプラズマ達成は 2019 年 11 月。本格

的な DT 運転は 2027 年 3 月。2010 年 8 月からトカマク基盤の掘削、PF コイル

の加工施設および本部棟の建設も始まっている。ITER 建設は準備段階を終えて、

全面的な建設段階へ移行している。 

第 33 回 
(2013.01) 

「福島後の海外の

原子力動向・安全

規制について：世

界の 新 Severe 

Accident 対応」（講

師：水町 渉 氏） 

IAEA 各国のメンバーは福島事故に対して「事故はあり得ると考えて対策すべき。

規制は 低限のもの」と厳しく指摘。昨年 12 月にチェルノブイリを訪問。非常

事態省がサイトを管理し、現在 4号機では新しいシェルターを製作している。サ

イトから 30km 離れたところに建設された「夢の町スラブチッチ市」には作業員

等 24,720 人が移住した。被ばくした人たちの継続的な健康管理や記録がしっか

り行われている。ウクライナは事故後 2 年間原発を停止したが、電力不足やそ

れに伴う経済困難に苦しみ、その後全 15 基を再稼動した。日本も同様な事態に

なりかねず、夢の町などの事例や教訓を学んで科学的な対応が必要である。 

第 34 回 
(2013.03) 

「福島第一原発事

故から学ぶこと」

（講師：北村 俊郎 

氏） 

事故には直接原因があるが、歴史によって積み上げられてきた間接原因が存在す

る。過去の原子力開発歴史は、「始まり」、「拡大」、「閉塞」の 3つの時代に

区分できる。これらの背景にあるのは 6項目の危険因子（「形式主義」「国民の

合意」「責任の分散」「安全の考え方」「共同体化」「経営力」）。原子力発電

な巨大技術で組織も大きい。自分たちを守るために組織が硬直化し自由な発想が

排除されると本当の危機管理ができなくなる。技術者やリーダーの責任は重く、

また適切なリーダーを選ばなかったリーダーも悪い。福島第一原発事故から真摯

に学び、今後の危機管理や原子力安全に反映していくことが重要。 

第 35 回 
(2013.07) 

「福島第一原発事

故と原安進の役

割」（講師：成瀬 喜

代士 氏） 

なぜ事故を防げなかったのか。安全文化７原則①安全優先の価値の認識、②トッ

プのリーダーシップ、③安全確保の仕組み、④円滑なコミュニケーション、⑤組

織・個人の問いかけ、学ぶ姿勢、⑥潜在的リスクの認識、⑦活気ある職場環境、

これらの中で、特に⑤に欠けるところがあった。二度と同じような事態を引き起

こさないために、事業者自らが、常に問いかける姿勢を持って、自主的かつ継続

的に安全性向上に取り組み、世界 高水準を不断に追及する、安全性向上活動が

事業者の一人よがりにならず、絶えずこれを別の立場で評価する活動の仕組みと

して 原子力安全推進協会が設立された。事業者の意向に左右されない独立性を

確保して、客観的に評価、提言／勧告を行い、また、事業者の安全性向上活動を

支援して、我が国全体の原子力安全レベルの引き上げに貢献する。 

第 36 回 
(2013.09) 

「原子力規制委員

会発足に伴い原子

力規制がどう変

わったのか」（講

師：青木 照美 氏） 

平成 23 年 3 月 11 日に発生した東北地方太平洋沖地震に伴う東京電力（株）福島第１原子力発電所の事

故を契機に、国会での審議を経て、平成 24 年 6 月、原子力規制委員会設置法が成立。平成 24 年 9 月 19

日、原子力規制委員会が国家行政組織法の規定に基づく行政機関として環境省の外局として発足・設置

された。所掌範囲としては、従来、経済産業省、文部科学省及び国土交通省に所管が分かれていた原子

炉等規制法に係る規制、文部科学省が所管していた放射線による障害の防止（技術的基準、障害防止法）

に係る規制等、原子力利用における安全確保を一元的に行うこととなった。併せて、同委員会設置法の

附則で段階的に原子炉等規制法等の改正法が施行されることになっており、その内容が紹介された。 

第 37 回 
(2013.11) 

「福島原子力事故

の総括および原子

力安全改革プラ

ン」（講師：姉川

尚史氏） 

東電では、事故を防ぎ得なかった組織的原因を明確にし、経営体質や安全文化の

改革を推進するため、外部専門家で構成する「原子力改革監視・主導委員会」の

監視・主導のもと「原子力改革特別タスクフォース」を設置した。福島原子力事

故の反省として、外的事象を起因とする共通原因故障への配慮、継続的リスク低

減の努力が足りなかったこと、広報活動全般に関して迅速さと的確さを欠いてい

たこ、安全は既に確立されたものと思い込み、安全よりも稼働率などを重要な経

営課題と認識した結果、事故への備えが不足するという「負の連鎖」が原子力部

門に定着していたことが挙げられた。また、「原子力改革特別タスクフォース」

がすすめる６項目の社内改革プランが紹介された。 

第 38 回 
(2014.01) 

「原子力人材育成

の課題と対応」

（講師：服部 拓

也氏） 

 

マスメディアの影響もあり原子力に対するマイナスイメージに歯止めがかから

ない現状があり、若者にポジティブな方向が示せていない現状がある。わが国に

は原子力トータルで 4 万人の人材が居るが､人材は高齢化しており、技術の移

転・伝承が課題である｡また、海外では福島での事故後も開発ペースの停滞は見

られず、新規導入国は日本の技術に期待している｡日本の一番の強みは建設プロ

ジェクトマネジメント力であるが､弱みは海外プロジェクト経験に乏しいこと。

原産協会は世界原子力協会（WNA）が主催する夏季セミナーへの参加を支援しグ

ローバル人材を育てていく。原子力に情熱を持って取り組む人材が必要である。 

第 39 回 
(2014.03) 

意見交換会「部会

の今後の10年先を

目指して」 

 

部会として 10 年の節目を迎えるにあたり、過去 10 年を客観的に振り返るととも

に、実行可能な次の 10 年の部会の活動方針を検討するため、他部門との意見交

換を実施した。実質的に機能させるためには会員数を増やすこと、また、学会や

他部門との連携の重要であるなどの意見があった。また、昨年度実施された「所

属組織における技術士資格の活用調査」結果が報告された。 
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原子力・放射線部会の活動③：合格祝賀会/新技術士講習会 

平成 16 年度合格祝賀会 

（2005 年 4 月） 

平成 17 年度合格祝賀会 

（2006 年 3 月） 

平成 18 年度新技術士講習会 

（2007 年 3 月） 

 

初年度は第二次試験に 21 名合格 2 年目は第二次試験に 75 名合格 3 年目は第二次試験に 57 名合格 

平成 19 年度新技術士講習会 

（2008 年 4 月） 

平成 20 年度新技術士講習会 

（2009 年 4 月） 

平成 21 年度新技術士講習会 

（2010 年 4 月） 

 

4 年目は第二次試験に 95 名合格 5 年目は第二次試験に 61 名合格 6 年目は第二次試験に 34 名合格 

平成 22 年度新技術士講習会 

（2011 年 6 月） 

平成 23 年度新技術士講習会 

（2012 年 4 月） 

平成 24 年度新技術士講習会 

（2013 年 4 月） 

 

7 年目は第二次試験に 38 名合格 8 年目は第二次試験に 23 名合格 9 年目は第二次試験に 19 名合格 

平成 25 年度新技術士講習会 

（2014 年 4 月） 

 

10 年目は第二次試験に 21 名合格 
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原子力・放射線部会の活動④：見学会 
①見学会（2006.05） 

大強度陽子加速器施設（J-PARC） 

②見学会（2007.05） 

東京電力（株）柏崎刈羽原子力発電所 

③見学会（2007.11） 

J-PARC 及び日立オートモーティブシステム 

   

④見学会（2008.10） 

日本原燃（株）ウラン濃縮、 

使用済燃料再処理関連施設 

⑤見学会（2008.11） 

日本原子力研究開発機構 核燃料サイクル

安全工学研究施設（NUCEF） 

⑥見学会（2009.08） 

大型放射光施設（Spring-8） 

   

⑦見学会（2010.03） 

日本原子力研究開発機構 常陽 

⑧見学会（2010.10） 

日本原子力発電（株）東海発電所の廃止措置

状況 

⑨見学会（2011.01） 

日本原子力研究開発機構原子力緊急時支

援・研修ｾﾝﾀｰ及び茨城県ｵﾌｻｲﾄｾﾝﾀｰ 

 

⑩見学会（2012.05） 

放射線医学総合研究所 

⑪見学会（2012.08） 

日立理科クラブ施設 

⑫見学会（2013.01） 

日本原子力研究開発機構那珂核融合研究所 

  
⑬見学会（2013.05） 

中部電力（株）浜岡原子力発電所 

⑭見学会（2014.05） 

東京電力（株）柏崎刈羽原子力発電所 
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原子力・放射線部会の活動⑤：共催講演/総合講演/技術士の集い 
 

原子力・放射線部会 共催講演 

共催 講演題目 

応用理学部会主催、原子力・放射線

部会共催(2005.09) 
「原子力利用の現状と見通し」（講師：藤家 洋一 氏） 

機械部会、原子力・放射線部会共催

(2005.11) 
講演 1「自動車等速ジョイント技術の変遷と内部構造の研究」（講師：野崎 孝志 氏） 
講演 2「原子力発電所の保守・保全について」（講師：佐川 渉 氏） 

原子力・放射線部会、応用理学部会、

機械部会共催(2005.12) 「技術者倫理の最前線-原子力企業のモラルの枠組み」（講師：杉本 泰治 氏） 

電気電子部会主催、原子力・放射線

部会共催(2006.12) 
「今、原子力をどう考えるか」（講師：宅間 正夫 氏） 

エネルギー開発センター主催、原子

力・放射線部会共催(2007.02) 

講演 1「高レベル放射性廃棄物に対する核変換処理技術の背景と展望」（講師：大井川 宏之 氏） 
講演 2「地球温暖化対策と太陽光発電の効用」（講師：岡野 庄太郎氏） 

「北関東地区講演と報告会」 

原子力・放射線部会、茨城県支部、

JAEA 技術士会、神峰技術士会共催

（2014.01） 

講演 1「福島第一で活躍する日立ロボティックスのご紹介」（講師：米谷 豊 氏） 

講演 2「福島の環境回復に向けた原子力機構の取組み」（講師：武石 稔 氏） 

各技術士会活動報告『原子力・放射線部会』『茨城県支部』『JAEA 技術士会』『神峰技術士会』 

 

 

 

原子力・放射線部会 日本原子力学会における総合講演 
原子力学会 総合講演 

2006 年春の年会  

(2006.03) 

総合講演「技術士受験の勧めと技術士制度活用の具体化」 

講演 1.「原子力学会の技術士受験支援活動と制度活用策検討」（講師：工藤 和彦 氏） 

講演 2.「原子力・放射線部会の活動と制度活用策検討」（講師：桑江 良明 氏） 

講演 3.「日本の技術士制度の活用状況と今後の展開」（講師：竹下 功 氏） 

講演 4.「米国の原子力分野における PE の役割」（講師：小山田 修 氏） 

講演 5.「原子力における技術士制度の期待」（講師：宅間 正夫 氏） 

2008 年春の年会 

 (2008.03) 

総合講演「原子力・放射線技術士制度の具体的活用に向けて」 

講演 1.原子力学会の人材育成と技術士制度活用支援」（講師：工藤 和彦 氏） 

講演 2.日本技術士会原子力・放射線部会からの制度活用提言」（講師：林 克己 氏） 

講演 3. 原子力学会の継続研鑽(CPD)登録システムの運用開始について」（講師：垣田 浩一 氏） 

2010 年春の年会 

 (2010.03) 

総合講演「原子力・放射線技術士制度の具体的活用に向けて」 

講演 1.「原子力分野での活用に向けて」（講師：桶谷 浩一郎 氏） 

講演 2.「放射線分野での活用に向けて」（講師：柴田 徳思 氏） 

講演 3.「『技術士制度』の趣旨理解と技術士数増加に向けて」（講師：桑江 良明 氏） 

 

 

 

原子力・放射線部会「技術士の集い」 
技術士の集い 内容 

第 1回 

(2010.03) 

原子力学会 2010 年 

春の年会 

「原子力・放射線部門の技術士試験の状況と対策」（中野 智仁 氏） 

「技術士制度活用 WG の活動について」（桶谷 浩一郎 氏） 

第 2回 

(2010.09) 

原子力学会 2010 年 

秋の大会 

「原子力・放射線部会の活動報告」（中野 智仁 氏） 

「部会の今後の活動計画」（市川 禎和 氏） 

第 3回 

(2011.09) 

原子力学会 2011 年 

秋の大会 

「福島対応 WG の活動報告」（桑江 良明 氏、榊 勲 氏、後藤 廣 氏、嶋田 昭一郎 氏） 

「技術士（原子力・放射線部門）への期待」（岡本 孝司 氏） 

第 4回 

(2012.03) 

原子力学会 2012 年 

春の年会 

「原子力安全確保と技術士の役割」（岡本 孝司 氏） 

「原子力・放射線部会の福島復興支援活動」（桑江 良明 氏） 

「福島第一原子力発電所事故対応と技術士の役割」（後藤 廣 氏） 

第 5回 

(2011.09) 

原子力学会 2012 年 

秋の大会 

「原子力・放射線部会の活動」（桑江 良明 氏） 

「原子力安全と人材」（岡本 孝司 氏） 

「福島支援における技術士の役割」（工藤 和彦 氏） 

「日本原子力学会 教育委員会 技術者教育小委員会の活動について」（浜崎 学 氏） 

第 6回 

(2013.03) 

原子力学会 2013 年 

春の年会 

「3.11 以降の原子力・放射線部会の活動」（桑江 良明 氏） 

「関西地区での活動状況報告」（的場 一洋 氏） 
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原子力・放射線部会の活動⑥：CPD 講座/CPD 教材への協力 
 

原子力・放射線部会が協力した「CPD 講座」 

CPD 講座 概要 

技術士 CPD ミニ講座（生涯教育推進実

行委員会、原子力放射線部会共催） 

(2007.04) 

「中小企業経営者が技術士に期待するところ」（講師：上野 保 氏） 

技術士 CPD 中央講座 

「原子力に関する最近の話題」（原子

力・放射線部会、国学院大学共催） 

(2007.09) 

講演 1「中国のエネルギー事情と原子力」（講師：永崎 隆雄 氏） 

講演 2「「もんじゅ」の現状と展望」（講師：柳沢 務 氏） 

講演 3「高レベル放射性廃棄物地層処分技術の現状」（講師：大江 俊昭 氏） 

講演 4「原子力に対する個人的感慨」（講師：小泉 安郎 氏） 

技術士 CPD 中央講座（第 85 回） 

「まもなく１年、中越沖地震被災 

-地域の復興を考える-」 

（2008.06） 

講演 1「中越沖地震の柏崎刈羽原子力発電所への影響と今後の見通し」（講師：田中 治邦 氏） 

講演 2「柏崎刈羽原子力発電所復旧状況調査報告会」 

（社）日本技術士会 4部会（機械、電気電子、建設、原子力・放射線） 

技術士 CPD 中央講座（第 111 回） 

「放射線の農林水産物への影響」（原

子力・放射線部会協賛） 

（2012.07） 

講演 1「放射線を知る―福島の農地についての知見」（講師：中西 友子 氏） 

講演 2「放射線汚染牧草を用いた牛乳生産におけるセシウムの動態」（講師：李 俊佑 氏） 

講演 3「海水魚はエラからセシウムを排出する」 （講師：金子 豊二 氏） 

講演 4「高放射線地帯周辺の野生生物と人の暮らしの復興」 （講師：石田 健 氏） 

 

 

 

原子力・放射線部会が協力した「CPD 教材」 

CPD 教材 内容 

「原子力・放射線の整理と検討のた

めの資料〜3.11 福島第一原子力発

電所事故について共に考える」 

（2013 年 3 月） 

10 部門の技術士の協力のもと、福島第一原子力発電所自己の経

緯、原因、影響等の理解や、今後のエネルギー供給の在り方な

どを考えるうえで参考となる地検を整理したものである。第１

編は背景として必要な原子力・放射線の基礎知識、第２編は現

在直面している問題等に対する各技術部門の活動状況、検討内

容について、各専門の切り口でまとめている。事態の収集活動

は継続中であり、議論や検討が十分な水準に達していない分野

もあるが、技術士 CPD の教材としてだけでなく、現在の情報の

整理の一助となる内容である。 

 

 

 

 

原子力・放射線部会が協力した「技術士フォーラム 2013」 

テーマ「放射線による被ばくリスクと放射線防護をどう考えたらよいか？」 

－福島の復興と、人々の尊厳を守るために、我々は何をすべきかを考える－ 

  

日時：2013 年（平成 25 年）11 月 25 日（月） 

 主催：公益社団法人 日本技術士会 CPD 実行委員会 

内容： 

講演１「福島原発事故と医療人；非常事態から現存被ばく状況と社会的責務」 

山下俊一 氏（長崎大学理事・副学長、福島県立医科大学副学長） 

講演２「放射線による身体影響の整理と基準値の算定方法、従来の放射線防護の考え方」 

   山口一郎 氏（国立保健医療科学院 生活環境研究部上席主任研究官） 

講演３「福島第一原子力発電所事故後の福島の状況を踏まえた、今後の放射線防護の考え方」 

   丹羽太貫 氏（福島県立医科大学特命教授、ICRP 主委員会委員、京都大学名誉教授） 
 

 



 

 

 

資料編 2 

～部会員の活動紹介～ 
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活動事例①：「柏崎刈羽原子力発電所復旧状況の一次調査」 
＜背景・目的＞ 

社団法人日本技術士会４部会（原子力・放射線部会、機械部会、電気電子部会、建設部会）の有志等は、「日本技術士会柏崎刈羽原子力

発電所復旧状況調査チーム」を結成し、2007 年 7 月 16 日の新潟県中越沖地震により被害を受けた東京電力㈱柏崎刈羽原子力発電所の復

旧状況を調査した。同調査チームは、技術専門家集団として自分達の目でその被災状況及びその後の復旧状況を調査し、中立的な立場か

ら社会に情報発信すること目的として、２回の現地調査を実施し、調査報告書を日本技術士会のホームページに公表した。 

 

 

＜第１次現地調査＞ 

 ○日時：2008 年 4 月 16 日（水）～4月 17 日（木） 

 ○場所：東京電力（株）柏崎刈羽原子力発電所 

 ○参加者：柏崎刈羽原子力発電所復旧状況調査チーム 

＜復旧状況調査チーム＞ 

  会長：高橋修 

副会長：吉田克己、岩熊まき 

専務理事：竹下功 

  原子力・放射線部会：佐川渉、伊藤晴夫、園田幸夫 

機械部会：内藤重信、今堀巌、阿部津和男 

電気電子部会：河上邦雄、水出清仁 

建設部会：吉田保、鈴木敏郎、前原康夫、山口豊、大角恒雄 

北陸支部：大谷政敬、佐藤直衛 

事務局：小林洋一、横井重雄、高木清 

 

○一次調査の結果 

・成功面：運転中、起動中の運転中、起動中の 4基は設計どおりに自動停止。

停止中の 3基を含めた 7基の原子炉全てにおいて「止める」「冷やす」「閉 

じこめる」という原子炉の安全を守るための重要な機能は保たれていた 。 

 ・失敗面：3号機所内変圧器火災や 6号機におけるごく微量の放射性物質を 

含む水漏れ等が発生。 

 

 

「柏崎刈羽原子力発電所復旧状況調査報告書」※1 

平成 20 年 5 月 日本技術士会 

柏崎刈羽原子力発電所復旧状況調査チーム 

 

＜外部への情報配信＞ 

原子力産業新聞（2008 年 5 月 1 日（木）） 

「東電の対応を評価 技術士会 柏崎を現地調査」 

 

 

電気新聞（2008 年 5 月 7 日（水）） 

「日本技術士会 耐震対策、情報共有を 

柏崎刈羽 現地で調査」 

 

フジサンケイビジネスアイ（2008 年 5 月 3 日（土）） 

「耐震性向上で強い原発に 高橋会長が柏崎刈羽調査で」 
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活動事例①：「柏崎刈羽原子力発電所復旧状況の二次調査報告」 
 

＜第２次現地調査＞ 

 ○日時：2008 年 11 月 26 日 

○場所：東京電力（株）柏崎刈羽原子力発電所 

○参加者：柏崎刈羽原子力発電所復旧状況第二次調査チーム 

＜復旧状況調査チーム＞ 

  会長：高橋修 

副会長：吉田克己、岩熊まき 

専務理事：高木譲一 

  原子力・放射線部会：佐川渉、伊藤晴夫、成川薫 

機械部会：今堀巌、阿部津和男 

電気電子部会：河上邦雄、小林洋一、横井重雄、高木清 

建設部会：吉田保、高浜良弘、田中弘、大角恒雄 

北陸支部：大谷政敬、佐藤直衛 

 

○二次調査のポイントと調査結果 

 (1)地震による不適合事象の復旧状況：微量の放射性物質が発電所外に放出された６号機使用

済燃料プールの水漏れについては、貫通シール性向上、ケーブルルート変更時の構造改善

対策がなされていることを確認した。 

(2)設備健全性に関する点検・評価：設計時の基準地震動を上回る地震動を受けた建物・設

備の健全性については、体系だった設備の点検と地震応答解析評価がなされ、７号機につ

いては設備の健全性が確認されている。 

(3)耐震性向上への取り組み：新しく設定された基準地震動 Ss による揺れを上回る 1000 ガル

の最大化速度に耐えうるよう耐震上重要な建物・機器を対象に耐震強化工事が行われてお

り、６号機原子炉建屋においては、建屋トラスの補強部材の設置状況や、天井クレーンの

脱落防止の補強工事を確認した。 

(4)災害に強い発電所を目指した取り組み：消火配管の地上化として、トレンチ配管や建屋側

面の架空配管状況を確認した。地中には新たに防火用の 100t 及び 40t 水槽が、中央制御室

の操作盤の手前には地震時の誤操作防止のための手すりが、使用済燃料貯蔵プールの周囲

にはスロッシングによる水の流出防止のための溢水提言要柵が設置されていた。 

 
「柏崎刈羽原子力発電所復旧状況 

第二次調査報告書」※2 

平成 20 年 12 月 日本技術士会 

柏崎刈羽原子力発電所復旧状況 

第二次調査チーム 

  

 
※1「柏崎刈羽原子力発電所 復旧状況の現地調査 報告書」、平成 20 年 5 月、柏崎刈羽原子力発電所復旧状況調査チーム 

http://www.engineer.or.jp/topics/kahou-index.html 

 

※2「柏崎刈羽原子力発電所 復旧状況の第二次現地調査 報告書」、平成 21 年 1 月、柏崎刈羽原子力発電所復旧状況第二次調査チーム 

http://www.engineer.or.jp/topics/kahou2-index.html 
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月刊「技術士」への投稿 

発行年月  投稿記事 

2005 年 12 月  「原子力利用の現状と見通し」（林 克己 他） 

2006 年 1 月  「核融合動力炉実現への課題と展望 －第一壁を中心として－」（栗原 良一） 

2006 年 9 月  「量子ビーム応用の現在 －放射光利用の場合－」（浅野 芳裕） 

2006 年 9 月  「原子力設備のコンクリート放射化低減技術」（林 克己 他） 

2008 年 3 月  「（技術者倫理シリーズ）原子力学会倫理規定に係る議論と技術倫理」（鳥飼 誠之） 

2008 年 9 月  「（技術解説）日本における高速増殖炉開発の取り組み－千年続くエネルギー源を求めて－」（鈴木 惣十） 

2008 年 10 月  「（技術士－私の仕事から－）原子力エンジニアとしての歩み」（伊藤 晴夫） 

2008 年 11 月  「原子力分野における技術者資格と倫理」（桑江 良明） 

2009 年 2 月  「東京電力（株）柏崎刈羽原子力発電所の復旧状況第二次調査結果報告」（佐川 渉） (※1) 

2009 年 6 月  「核燃料再処理に関する安全とリスクコミュニケーション」（今本 信雄） 

2009 年 9 月  「大学での技術士 PR 活動」（成川 薫）(※2) 

2010 年 2 月  「（技術士－私の仕事から－）世界最先端の陽子線がん治療装置の規制対応とリスクマネジメント」（富田 和雄） 

2010 年 2 月  「（技術士－私の仕事から－）研究施設等廃棄物の埋設処分事業への思い」 （佐々木 聡） 

2011 年 1 月 「（官公庁・大学と技術士）大学生に技術士資格を啓発する」（川辺 睦）(※3) 

2011 年 1 月  
「（現在のトレンド技術及びこれからの技術の展望）低炭素社会の基幹エネルギー源、 

原子力と技術士の役割」（浜崎 学） 

2012 年 1 月  「福島における原子力・放射線部会の活動」（桑江 良明）(※4) 

2013 年 1 月  「東日本大震災で限界を知り，限界を超える支援活動を目指して」（阿部 定好） (※5) 

2013 年 2 月  「社会人向け公開講座における原子力・放射線の講義」（岡村 章）(※6) 

2013 年 6 月  「原子力・放射線部会員の除染情報プラザへの支援活動」（大橋 正雄） (※7) 

2013 年 7 月 「日本技術士会の対外広報活動への取り組み」（佐川 渉）(※8) 

2013 年 8 月 「浜岡原子力発電所見学会報告」（原子力・放射線部会） 

2013 年 9 月  「原子力発電・放射線基礎講座 1 原子力発電の特徴」（岡村 章） 

2013 年 10 月  「原子力発電・放射線基礎講座 2 原子力発電所の安全性とリスク」（岡村 章）  

2013 年 11 月  「福島第一原子力発電所事故避難者の支援活動」（中田よしみ）(※9) 

2013 年 11 月  「原子力発電・放射線基礎講座 3 福島第一原発の事故経緯と教訓」（伊藤 晴夫 、富永 研司） 

2013 年 12 月  「原子力発電・放射線基礎講座 4 放射線の人体影響」（横堀 仁） 

2014 年 1 月  「福島第一原子力発電所事故に対する教育訓練への取り組み」 （白﨑 理俊） 

2014 年 2 月  「原子力発電・放射線基礎講座 5 放射線の利用」（横堀 仁） 

2014 年 3 月  「原子力発電・放射線基礎講座 6 放射性廃棄物の処分と廃止措置」（大橋 正雄） 

2014 年 4 月  
「平成 25 年 11 月 25 日開催、技術士フォーラム 2013 放射線による被ばくリスクと放射線防護をどう 

考えたらよいか？‐福島の復興と、人々の尊厳を守るために、我々は何をすべきかを考える‐」（佐々木 聡）  

 (※1)～(※9)：次紙以降に記事を掲載   

部会員による投稿（論文・資料） 

資料・論文 

「日本技術士会に「原子力・放射線部会」を設立」日本原子力学会誌 vol47 No.10（2005）（林 克己） 

「日本原子力学会倫理委員会における技術倫理への取り組み 信頼回復を目指して」 

平成 18 年度（第 3回）技術者倫理研究事例発表大会倫理論文（鳥飼 誠之、辻 政俊） 

「日本技術士会による柏崎刈羽原子力発電所の復旧状況調査」 原子力 eye、2009 年 3 月号（Vol.55、No.3） 

（佐川 渉、伊藤 晴夫、成川 薫） 

「原子力分野における技術士資格の有効性を考える」月刊「火力原子力発電」(2009.4)  

「原子力分野における「技術者倫理」と「安全文化」 最近の 2つの講演から学ぶこと」 

日本原子力学会誌, Vol. 51, No. 10（2009）（桑江 良明） 

「リスクマネジメントとは?」－リスクマネジメントの事例を中心に－（社）日本技術士会（伊藤 元） 

「真の安全文化醸成に向けて ～原子力分野の技術士が果たすべき役割～」 

第 37 回技術士全国大会 第 7回技術者倫理研究事例発表大会（2010.9）（桑江 良明） 

「主任者の皆様、技術士資格は役に立ちます」 ISOTOPE NEWS(2010.10) （林 克己） 
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活動事例②：月刊「技術士」への投稿（1/5） 
 

 

(※1)2009 年 2 月「（報告）東京電力（株）柏崎刈羽原子力発電所の復旧状況第二次調査結果報告」（技術士・佐川渉） 

 
 

 

(※2)2009 年 9 月「（社会への発信）大学での技術士 PR 活動」（技術士・成川薫） 
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活動事例②：月刊「技術士」への投稿（2/5） 
 

 

(※3)2011 年 1 月「（官公庁・大学と技術士）大学生に技術士資格を啓発する」（技術士・川辺睦） 

 
 

 

(※4)2012 年 1 月「（社会への発信）福島における原子力・放射線部会の活動」（技術士・桑江良明） 
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活動事例②：月刊「技術士」への投稿（3/5） 
 

 

(※5)2013 年 1 月「東日本大震災で限界を知り、限界を超える支援活動を目指して」（技術士・阿部定好） 

 
 

 

(※6)2013 年 2 月「（社会への発信）社会人向け公開講座における原子力・放射線の講義」（技術士・岡村章） 
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活動事例②：月刊「技術士」への投稿（4/5） 
 

 

(※7)2013 年 6 月「原子力・放射線部会員の除染プラザへの支援活動」（技術士・大橋正雄） 

 
 

 

(※8)2013 年 7 月「日本技術士会の対外広報活動への取り組み」（技術士・佐川渉） 
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活動事例②：月刊「技術士」への投稿（5/5） 
 

 

(※9)2013 年 11 月「（社会への発信）福島第一原子力発電所事故避難者の支援活動」（技術士・中田よしみ） 

 
 

 

部会活動に関する投稿 

新聞 投稿記事 

電気新聞 

・「技術士会 原子力部会が設立総会」 （2005 年 6 月 27 日） 

・「焦点」 （2005 年 6 月 15 日） 

・「日本技術士会 耐震対策、情報共有を 柏崎刈羽、現地で調査」（2008 年 5 月 7 日） 

原子力産業新聞 
・「原子力・放射線技術士会の近況 HP を開設」 （2007 年 3 月 22 日） 

・「東電の対応を評価 技術士会 柏崎を現地調査」（2008 年 5 月 1 日） 

東奥日報 ・明鏡「技術者倫理と地域との交流」 （2007 年 4 月 10 日）（桑江 良明） 

フジサンケイビジネス

アイ 

・「技術士会 原子力放射線部会が設立」 （2005 年 4 月 23 日） 

・「活躍できる制度作り急ぐ」 （2005 年 4 月 30 日） 

・「制度作りの具体化など 3重点」 （2005 年 8 月 6 日） 

・「組織の論理に埋没せず」 （2005 年 8 月 27 日） 

・「原子力部会が提言 今こそ技術士の活用を 」 （2007 年 3 月 31 日） 

・「電力会社・原発に技術士 」 （2007 年 6 月 16 日） 

・「原発関係者に技術士資格を」 （2007 年 7 月 7 日） 

・「50 年目の転機（No.1)」 （2007 年 8 月 4 日） 

・「50 年目の転機（No.2)」 （2007 年 8 月 11 日） 

・「50 年目の転機（No.3)」 （2007 年 8 月 18 日） 

・「50 年目の転機（No.4)」 （2007 年 8 月 25 日） 

・「50 年目の転機（No.5)」 （2007 年 9 月 1 日） 

・「50 年目の転機（No.6)」 （2007 年 9 月 8 日） 

・「50 年目の転機（No.7)」 （2007 年 9 月 15 日） 

・「耐震性向上で強い原発に 高橋会長が柏崎刈羽調査で評価」（2008 年 5 月 3 日） 

日刊工業新聞 

「課題に挑む 技術士のソリューション」 

・技術者教育[1]医療技術者「意義大きい技術士取得」（2010 年 12 月 29 日）（川辺 睦） 

・材料関連 [3]低放射化コンクリート （2010 年 01 月 27 日）（林 克己） 

・地球環境 [7]原子力の実力 （2009 年 11 月 18 日）（浜崎 学） 
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活動事例③：復興支援（1/4） 

［活動報告１］福島第一原子力発電所事故後の部会員の活動 

東京電力（株）福島第一原子力発電所の事故による影響で、周辺住民が苦しい避難生活を余儀なくされ、また

国民の多くが放射線被ばくに対する漠然とした不安を抱える状況の中で、部会員の大多数は事故直後から現在に

いたるまで、各所属組織において、直接・間接に事故の早期収束、避難住民支援、汚染状況調査、除染活動、事

故や放射線被ばくに関する正確な情報提供等の業務に取り組んでいます。部会員の主な活動を下記に紹介します。 

・福島避難住民の一時帰宅支援業務参加 

・福島コールセンター支援業務参加 

・「富岡町復興ビジョン策定委員会」への参加 

・都内開催「避難者交流・相談会」への参加 

・環境省「除染情報プラザ」への専門家登録 等 

一時帰宅 一時帰宅 
 

避難者交流 

復興ビジョン 復興ビジョン 避難者交流 
 

 

［活動報告２］社会人向け講座「知の市場」開催 

  化学工学会 SCE・Net の主催により 2009 年から実施されている社会人向け公開講座（「知の市場」）に、原子力に関する社会の関心

の高まりを受け、2012 年度「原子力・放射能基礎論」の講座が設けられ、部会からは４名の技術士（桑江良明、亀山雅司、横堀仁、

川辺睦）が講師として対応した。本講座は、原子力の安全性、放射線の人々への影響などに係わる様々な情報を一般の人々が正確に

理解し、判断するための基礎知識を提供することを目的としたもので、１回２時間の講義が８週行われた。講義内容は、原子力発電

や放射線・放射性物質に関する基礎知識の説明に加え、発電所事故の原因や事象の推移、放出された放射性物質による環境や事物の

汚染と住民への影響を解説するものである。 

回 講義テーマ 

 
講義風景（各回約 40 名が受講） 

1 放射性物質の物理と化学（化学工学会） 

2 原子力発電のしくみと意義（原子力・放射線部会） 

3 原子燃料サイクルと放射線（原子力・放射線部会） 

4 原子力発電所の安全性とリスク（原子力・放射線部会） 

5 放射線の測定（放射線計測メーカー） 

6 放射線の基準と被ばく（原子力・放射線部会） 

7 放射性物質による環境汚染と除染（原子力・放射線部会） 

8 放射性物質による環境汚染と私たちの対応化学工学会） 
 



 原子力・放射線部会 10 周年記念誌（部会報第 14 号） 
 資料編 2：技術士（原子力・放射線）の活動事例紹介③ 

資料 2-10 

 

 

活動事例③：復興支援（2/4） 

［活動報告３-１］東日本大震災災害復興支援 第５回福島ふるさと交流会 

1．日時：2013 年（平成 25 年）5月 24 日 13：40～16：15 

2．場所：三軒茶屋・世田谷文化生活交流センター 

3．主催：福島被災者同行会  

4．協力：さわやか福祉財団・災害復興まちづくり支援機構（正会員：日本技術士会） 

5．参加者：避難者：約 40 名、スタッフ：約 20 名（弁護士、司法書士、技術士 4名*ほか） 

      *日本技術士会 防災支援委員会（大元守 、旭勝臣）、原子力・放射線部会（阿部定好、中田よしみ） 

6．内容 

今年度初めての開催に当たり、担当者の変更の挨拶等を皮切りに交流会が始まった。「放射線 Q&A」を配布資料（70 部）持参し、

さわやか財団に手渡した。 

第１部 全体会 財物賠償手続きについて 

永田弁護士から賠償について、手続きについての解説、事前質問に対する回答などが行われた。請求の時効（３年）の問題、原子

力損害賠償紛争解決センターのかかわり、和解案の実際など事例を挙げ丁寧な説明があった。 

第２部 ふるさと交流会及び個別相談 

前方では、第１部より引き続き賠償請求について詳細な解説が行なわれた。中ほどで交流会、後方で弁護士、しごとセンター、司

法書士、技術士が各個別相談ブースを設け、相談対応を行った。個別相談ブースには、常時 2～3 名で対応し、他は懇談会の席に

参加し、交流を深めた。 

 
財物賠償手続き説明（永田弁護士） 

 

交流会（出身地別に歓談） 

 

個別相談（除染に関する相談） 

 

 

［活動報告３-２］東日本大震災災害復興支援 第６回福島ふるさと交流会 

1．日時：2013 年（平成 25 年）7月 18 日 13：40～16：20 

2．場所：東京都立川市柴崎町３－６－２９ アレアレア２ビル６階  「多目的スペース アレアホール」  

3．主催：福島被災者同行会  

4．協力：さわやか福祉財団、災害復興まちづくり支援機構東京しごとセンター、福島県生活環境部避難者支援課 

5．参加者：避難者：避難している方 約 30 名、相談等の対応者 3名（技術士 大元守 阿部定好 中田よしみ） 

6．内容 

＜全体会＞                       

開会挨拶後、いわき市復興支援室 寺島範行室長補佐より、いわき市の住宅事情や人口

推移等の説明があった。次にいわき市原子力災害対策課 津田一浩課長から、継続して

行われている市内のモニタリング結果と推移、除染の状況などについて説明があった。

説明後、参加者から中間貯蔵施設の設置について、放射能測定の機器、農作物を栽培で

きない田畑での菜種などの栽培による食物油田事業、自然エネルギーを利用した発電開

発による雇用促進についてなど、提言があった。 

 

＜ふるさと交流会＆個別相談会＞ 

  交流会では、各出身地区別にテーブルが設けられ、交流会が行われた。また、後方では、

弁護士・東京都しごとセンター多摩・技術士・司法書士による個別相談コーナーが設置

された。初めは個別相談コーナーと交流会の懇談とに分かれて対応していたが、個別相

談に足を向ける人が少ないため、技術士の３名は相談会に参加し、交流を通じて質問に

答えた。 

 
同好会・木村代表幹事挨拶 

 
いわき市内モニタリング結果等の説明 
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活動事例③：復興支援（3/4） 

［活動報告３-３］東日本大震災災害復興支援 第７回福島ふるさと交流会 

1．日時：2013 年（平成 25 年）9月 3日（火） 13：50～16：10  

2．場所：東京都江戸川区船堀4丁目２番５号 江戸川区勤労福祉会館 ３階 集会場１ 

3．主催：福島県被災者同行会、さわやか福祉財団 

4．協力：災害復興まちづくり支援機構、東京しごとセンター、福島県生活環境部避難者支援課 

5．参加者：避難者 双葉郡 18 名、相談等 5名、技術士 4名、弁護士３名、司法書士５名、不動産鑑定士 1名、 

東京臨床心理士会 1名等スタッフ 30 名 

6．内容 

＜第一部＞                     

木村弘同行会代表より開会挨拶。大熊町職員より原子力災害発生と町民の暮らし、復興に向けた課題 等の説明があった。避難者

からは帰還時期をどう考えているか、帰還の線量をどう考えるか等の質問があった。 

＜第 2部＞  

元の居住地区ごとに集まった交流（技術士の４名は相談会に参加し、技術士会に①除染の効果、②帰郷できる線量、 ③ひまわり

除染の活動状況等への質問があった。 技術士会からは、除染の状況、健康とシーベルトの考え方、 現地でのひまわり除染活動、

建物損傷調査等を説明した。交流を通じて質問に答えた。その他、弁護士等専門家を囲んだ相談、個別相談コーナーを設置するな

どした。 

 

 
同好会・木村代表挨拶 

 

大熊町職員による 

復興計画の説明 

 

避難者への現地状況等の説明

 

 
親しい避難者と共に 

 

 

 

［活動事例３-４］東日本大震災災害復興支援 第８回福島ふるさと交流会 

1．日時：2014 年（平成 26 年）1月 29 日（水） 13：30～16：30  

2．場所：中野サンプラザ（研修室１０） 

3．主催：福島県被災者同行会、公益社団法人さわやか福祉財団 

4．協力：災害復興まちづくり支援機構等４団体 

5．参加者：避難者約 30 名、専門家約 10 名、事務局約 10 名、技術士会２名（中田よしみ、旭勝臣）、内閣府 1名、復興庁 1名 

6．内容 

第１部  

  ・開会挨拶  福島県被災者同行会世話人代表        木村  弘 氏 

  ・早期帰還支援と新生活について  

        内閣府 原子力被災者生活支援チーム 課長補佐 奥田 修司 氏 

        復興庁 参事官補               竹尾  学 氏 

  ・質疑応答 

第２部 （午後３時２０分～午後４時３０分） 

  ・賠償についての補足説明          弁護士    津田 友輔 氏  

  ・ふるさと交流会&個別相談 

 

 
参加の技術士（中田、旭） 

 



 原子力・放射線部会 10 周年記念誌（部会報第 14 号） 
 資料編 2：技術士（原子力・放射線）の活動事例紹介③ 

資料 2-12 

 

 

活動事例③：福島復興支援（4/4） 

［活動報告４］ふくしま避難者交流会（相談会） 

1．日時：2012 年（平成 24 年）12 月 23 日（月・祝） 午後 2時～4時 45 分 

2．場所：東京国際フォーラム ホールＤ５F会議室 

3．主催：福島県、共催：公益財団法人さわやか福祉財団、東京都 

4．協力：災害復興まちづくり支援機構（以後支援機構と略す）等 

5．参加者：避難者約 190 名、県･17 市町村職員･専門家等事務局等関係者約 70 名、 

日本技術士会（6名：大元守、佐藤隆雄、阿部定好、藤本望、中田よしみ、旭勝臣） 

6．内容 

第 1部  

① 開会のあいさつ 原子力損害対策担当理事 鈴木淳一 

② 復興に向けた取組み状況の説明 野地誠課長   

③ 参加市町村職員、支援機構、さわやか福祉財団の紹介 

第 2部 

① 日本舞踊披露 

② 福島県知事 挨拶  佐藤 雄平 

③ 市町村職員、及び専門家による個別相談会 

④ 閉会 

 

各士の紹介 
 

相談風景（１） 
 

相談風景（２） 

 

 

 

［活動報告５］東日本大震災災害復興支援 第 3回東京ＹＷＣＡ東日本大震災バザー 

1．日時： 2013 年（平成 25 年）6月 29 日(土) 10：30～16：00 

2．場所：東京YWCA会館 

3．主催：公益財団法人 東京 YWCA 

4．協力：災害復興まちづくり支援機構、福島県生活環境部避難者支援課 

5．参加者：バザー参加者 715 名、ボランティア：延べ 160 名（弁護士 4、司法書士 3、不動産鑑定士１、技術士５名）、 

福島県生活環境部避難者支援課、日本技術士会 防災支援委員会（旭 勝臣）、 

原子力・放射線部会（伊藤元、藤本望、中田よしみ、岡村章、阿部定好） 

6．内容 

＜バザー＞ 

バザーには、列をなして 715 名の参加があり、YWCA 職員、延べ 160 名のボランティアが対応された。フェイスマッサージ率先参加、

子供スペースの警護・案内などにも協力した。 

＜相談コーナー＞ 

相談コーナーには、福島県（1名）及び災害復興まちづくり支援機構（弁護士（4名）、司法書士（3名）、不動産鑑定士（1名）、

技術士（5名））が支援した。 

 

 
バザー会場 

 

リサイクル商品をまつ長蛇の列  
専門家同士の打合せ 

 
避難者の相談対応のようす 
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「原子力・放射線部門」技術士試験 統計情報 

(1)第一次試験統計情報 

 

原子力・放射線部門 

年度 申込者数 受験者数 合格者数 合格率 (%)

平成 16 年度 663 559 472 84.4 

平成 17 年度 358 304 226 74.3 

平成 18 年度 266 213 168 78.9 

平成 19 年度 275 240 204 85.0 

平成 20 年度 223 192 156 81.3 

平成 21 年度 267 211 164 77.7 

平成 22 年度 266 220 135 61.4 

平成 23 年度 188 137 75 54.7 

平成 24 年度 235 185 126 68.1 

平成 25 年度 191 147 84 57.1 

合計 2,932 2,408 1,810 75.2 
 

 

全部門合計 

年度 申込者数 受験者数 合格者数 合格率 (%) 

平成 16 年度 55,351 43,968 22,978 52.3 

平成 17 年度 44,511 36,556 10,063 27.5 

平成 18 年度 40,689 32,183 9,707 30.2 

平成 19 年度 34,150 27,628 14,849 53.7 

平成 20 年度 29,398 23,651 8,383 35.4 

平成 21 年度 29,874 24,027 9,998 41.6 

平成 22 年度 27,297 21,656 8,017 37.0 

平成 23 年度 22,745 17,844 3,812 21.4 

平成 24 年度 22,178 17,188 10,881 63.3 

平成 25 年度 19,317 14,952 5,547 37.1 

合計 325,511 259,653 104,235 40.1 
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(2)第二次試験統計情報 

 

原子力・放射線部門 

年度 申込者数 受験者数 合格者数 合格率 (%)

平成 16 年度 64 53 21 39.6 

平成 17 年度 286 232 75 32.3 

平成 18 年度 234 174 57 32.8 

平成 19 年度 223 197 95 48.2 

平成 20 年度 193 163 61 37.4 

平成 21 年度 163 144 34 23.6 

平成 22 年度 189 164 38 23.2 

平成 23 年度 141 125 23 18.4 

平成 24 年度 138 117 19 16.2 

平成 25 年度 115 101 21 20.8 

合計 1,746 1,470 444 30.2 
 

 

全部門合計 

年度 申込者数 受験者数 合格者数 合格率 (%) 

平成 16 年度 25,597 16,141 3,437 21.3 

平成 17 年度 31,453 19,979 3,664 18.3 

平成 18 年度 31,499 19,674 3,205 16.3 

平成 19 年度 30,864 23,512 3,790 16.1 

平成 20 年度 34,299 26,423 4,143 15.7 

平成 21 年度 34,614 26,743 4,269 16.0 

平成 22 年度 36,432 27,862 4,117 14.8 

平成 23 年度 34,276 26,686 3,828 14.3 

平成 24 年度 32,843 24,848 3,409 13.7 

平成 25 年度 31,397 23,123 3,801 16.4 

合計 323,274 234,991 37,653 16.0 
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選択科目別合格率の推移 

年度 

設計及び建設 運転及び保守 核燃料サイクル 放射線利用 放射線防護 

申込 

者数 

受験 

者数 

合格 

者数 

合格

率(%)

申込

者数

受験

者数

合格

者数

合格

率(%)

申込

者数

受験

者数

合格 

者数 

合格

率(%)

申込

者数

受験

者数

合格

者数

合格

率(%)

申込

者数

受験

者数

合格

者数

合格 

率(%) 

平成 16 年度 25 21 8 38.1 7 7 4 57.1 19 13 3 23.1 5 4 1 25.0 8 8 5 62.5 

平成 17 年度 70 52 14 26.9 76 66 26 39.4 54 48 18 37.5 17 10 5 50.0 69 56 12 21.4 

平成 18 年度 68 50 16 32.0 59 46 20 43.5 38 29 8 27.6 13 9 3 33.3 56 40 10 25.0 

平成 19 年度 71 63 22 34.9 54 51 30 58.8 41 38 20 52.6 14 11 4 36.4 43 34 19 55.9 

平成 20 年度 64 50 17 34.0 41 36 15 41.7 34 30 8 26.7 11 8 5 62.5 43 39 16 41.0 

平成 21 年度 44 42 13 31.0 41 36 6 16.7 33 31 6 19.4 10 6 1 16.7 35 29 8 27.6 

平成 22 年度 45 42 12 28.6 45 41 4 9.8 55 43 13 30.2 12 11 4 36.4 32 27 5 18.5 

平成 23 年度 50 45 10 22.2 33 30 3 10.0 25 22 4 18.2 5 5 2 40.0 28 23 4 17.4 

平成 24 年度 44 35 5 14.3 26 24 3 12.5 25 21 5 23.8 10 10 2 20.0 33 27 4 14.8 

平成 25 年度 32 30 7 23.3 21 20 5 25.0 21 18 5 27.8 10 6 2 33.3 31 27 2 7.4 

合計 513 430 124 28.8 403 357 116 32.5 345 293 90 30.7 107 80 29 36.3 378 310 85 27.4 
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 (3)部会員（会員・準会員）の推移（累計） 
 

①部会員の推移 
 

年度 

二次試

験 

合格者 

部会員 

（正会

員） 

部会員

（準会

員） 

部会員

合計 

平成 16 年度 21 17 18 35 

平成 17 年度 96 57 36 93 

平成 18 年度 153 86 44 130 

平成 19 年度 248 116 46 162 

平成 20 年度 309 131 43 174 

平成 21 年度 343 164 45 209 

平成 22 年度 381 184 42 226 

平成 23 年度 404 198 38 236 

平成 24 年度 423 212 36 248 

平成 25 年度 444 218 37 255 
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②平成 25 年度の部会員の登録地分布 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ ）内の数字は内数 

地方 会員 準会員 
部会員 

合計 

北海道 0 0 0 

東北 14 3 17 

関東 160 18 178 

（北関東） (74) (6) (80) 

北陸 10 4 14 

中部 1 1 2 

近畿 27 7 34 

中国 5 0 5 

四国 0 0 0 

九州 1 2 3 

不明 0 2 2 

合計 218 37 255 

部会員の地域分布

部会員（会員・準会員）
の登録地分布

関東178

北関東（80:内数）

九州3

中国5

近畿34

中部2

北陸14

東北17

北海道0

四国0

 

 



 

 

 
＜編集後記＞ 

「自分ひとりの頭で考え、「論理に隙なし」と自負しても、人間で

ある以上、見落としたポイントが必ず出てくる。他者の鋭い視点を

得て初めて間違いに気付くことが、往々にしてある。」 

これまでの 10 年の振り返りが、これからの 10 年の礎となることを

ここに祈念します。 

広報班幹事 

 

平成 25 年 福島県富岡町にて撮影


